
 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830010

小・中学
校にお
ける公
設民営
方式の
容認

構造改
革特別
区域法
第２０条

地方公共団体と民間主体が、連携・協力
して公私協力学校を設置する学校法人を
設立し、地方公共団体が、財政面での支
援を行うとともに、当該学校の設置運営に
関し、一定の関与を行う。本制度は、幼稚
園と高等学校を対象とする。

C Ⅰ

　公私協力学校制度は本年１０月から施行されておりま
すが、この制度は、私立学校において地方公共団体と民
間とが連携・協力して民間のノウハウを生かしつつ、地域
のニーズを反映した特色ある教育を実施しようとする新し
い制度であり、まずは、幼稚園と高等学校を対象に、試
行的な取組を進め、その成果を十分に検証することが必
要です。
　義務教育段階については、地方公共団体に学校の設
置義務が課されておらず、授業料等の徴収も可能である
幼稚園、高等学校と異なり、市町村等に公立学校の設置
を義務付けていることとの関係等、義務教育制度に係る
行財政制度全般との関係について十分に慎重な議論が
必要と考えています。したがって、現段階で、小学校、中
学校に対象を拡大することは困難です。

現段階では、公私
協力学校による公
設民営は高校と幼
稚園のみである
が、現行において
も公と私が協力し
た形式での小中学
校はできないのか
回答されたい。
また、それが可能
である場合には、
私学助成や廃校の
活用といった支援
が可能か。

C I

資産要件審査の特例等の適用を受ける特区法上の「協力学校法人」とは別に、
通常の学校法人を地方公共団体の協力（校地校舎の提供など）を得て、設立す
ることは現行法制度上も可能となっています。このような従来型のいわゆる「公
私協力方式」の学校設置は、小・中学校についても行われており、当該方式によ
り設置された私立学校は、各都道府県の判断により、私学助成の対象ともなっ
ているところです。また、当該学校の設置に当たり、廃校施設を使用することは、
その所有者である地方公共団体の判断により可能となっています。なおこの場
合、国庫補助を受けて整備された施設であっても、一定の要件を満たすものに
ついては、本来必要とされる国庫納付金の納付を免除しています。

1002010

不登校児童生徒等の
支援を目的とした、い
わゆる特区学校を設
立しようとする際、公
私協力学校制度を活
用することで、資産要
件を一般的な基準か
ら特別な場合を考慮
した適切な基準まで
下げることができる。
現在、とくに教頭の採
用について、採用した
い人材を採用できな
い状態にあって困って
いる。

不登校児童生徒等の支援を目的とし
た、いわゆる特区学校の対象者は、
大部分が小中学生である。特区学校
は、必ずしも不登校等の支援が目的
である学校だけではないが、当事者
や保護者、地域のニーズとして切実
さは他に勝るとも劣らないものがあ
る。そうした切実なニーズを有する特
区学校の設立の最終的なハードル
は、資産要件であると言っても過言で
はない。現在の公私協力学校制度を
小中学校にまで拡大すれば、一般的
な私学の設置とは異なる性質をもっ
た不登校児童生徒等を支援する特区
学校を格段に設立しやすくすることが
できるだろう。

特定非営利
活動法人　
東京シュー
レ

文部科学省

0830010

小・中学
校にお
ける公
設民営
方式の
容認

構造改
革特別
区域法
第２０条

地方公共団体と民間主体が、連携・協力
して公私協力学校を設置する学校法人を
設立し、地方公共団体が、財政面での支
援を行うとともに、当該学校の設置運営に
関し、一定の関与を行う。本制度は、幼稚
園と高等学校を対象とする。

C Ⅰ

　公私協力学校制度は本年１０月から施行されておりま
すが、この制度は、私立学校において地方公共団体と民
間とが連携・協力して民間のノウハウを生かしつつ、地域
のニーズを反映した特色ある教育を実施しようとする新し
い制度であり、まずは、幼稚園と高等学校を対象に、試
行的な取組を進め、その成果を十分に検証することが必
要です。
　義務教育段階については、地方公共団体に学校の設
置義務が課されておらず、授業料等の徴収も可能である
幼稚園、高等学校と異なり、市町村等に公立学校の設置
を義務付けていることとの関係等、義務教育制度に係る
行財政制度全般との関係について十分に慎重な議論が
必要と考えています。したがって、現段階で、小学校、中
学校に対象を拡大することは困難です。

現段階では、公私
協力学校による公
設民営は高校と幼
稚園のみである
が、現行において
も公と私が協力し
た形式での小中学
校はできないのか
回答されたい。
また、それが可能
である場合には、
私学助成や廃校の
活用といった支援
が可能か。
さらに、右の提案主
体の意見について
回答されたい。

貴省回答では、義務教育課程
による公設民営について、「地
方公共団体に対する学校の
設置義務」「授業料の徴収
等、義務教育制度に係る行財
政制度全般」のため実現が困
難とされていますが、具体的
にはどのような点が課題とし
てあげられますでしょうか。現
時点で公開の難しい点もある
かとは思いますが、できるだ
け具体的にご教示頂けますよ
うお願いいたします。

C I

資産要件審査の特例等の適用を受ける特区法上の「協力学校法人」とは別に、
通常の学校法人を地方公共団体の協力（校地校舎の提供など）を得て、設立す
ることは現行法制度上も可能となっています。このような従来型のいわゆる「公
私協力方式」の学校設置は、小・中学校についても行われており、当該方式によ
り設置された私立学校は、各都道府県の判断により、私学助成の対象ともなっ
ているところです。また、当該学校の設置に当たり、廃校施設を使用することは、
その所有者である地方公共団体の判断により可能となっています。なおこの場
合、国庫補助を受けて整備された施設であっても、一定の要件を満たすものに
ついては、本来必要とされる国庫納付金の納付を免除しています。
なお、ご意見にてご指摘いただいております点については、具体的な課題はもと
より、「地方公共団体に対する学校の設置義務」「授業料の徴収等、義務教育制
度に係る行財政制度」全般について十分慎重な議論が必要であり、義務教育段
階に公私協力学校制度の対象を拡大することは困難であり、ご理解いただきた
く存じます。

1114010

少子化を背景に過去
10年間で2000校の廃
校が出ています。これ
らの廃校、または既存
校においても公設民
営化を図ることで、民
間としては施設設置
にかかるコストが削減
できます。
公設民営での学校運
営にあたっては2004
年3月4日に発表され
た中央教育審議会の
答申に依拠します。

左記の中教審答申では「憲法で保障
された児童生徒の義務教育を確実に
保障する観点」から、義務教育課程
における公設民営は「特に慎重に検
討する必要がある」とされています。
本提案も、義務教育の継続性・安定
性は特に重要視されるべきであると
考えます。そのために、中教審答申
と同じく「公立」の学校を設置し、各自
治体が最終的な責任を有する形が望
ましいと考えます。また、予め自治体
と委託先において、権限範囲・教員
の質の確保策・点検評価体制等を具
体的に整えた契約条項を定めること
により、教育の質の面でも確実な保
障が可能であると考えます。
公設民営学校設立は、特色ある教育
の実施により、周囲の公立・私立学
校にも刺激を与え、結果として全体
の教育の質の向上が期待されます。
我が国の根幹的制度である義務教
育制度であればこそ、公設民営を取
り入れ、よりよい教育の実施を目指
すことができるようご再考をお願いし
ます。

株式会社ノ
ヴァ

文部科学省

0830020

不登校
支援の
ための
学校に
おける管
理職資
格要件
の緩和
拡大

学校教
育法施
行規則
第８条、
第９条、
第９条の
２、第１０
条

学校教育法施行規則第９条の２の規定に
より、国立もしくは公立の学校の校長の任
命権者又は私立学校の設置者は、学校
の運営上特に必要がある場合には、第８
条、第９条に規定するもののほか、第８条
各号に掲げる資格を有する者と同等の資
格を有すると認める者を校長として任命し
又は採用することができる。

D

B-2

　校長については、平成１２年の制度改正により、いわゆ
る民間人校長の登用が可能となったところです。具体的
には、学校教育法施行規則第９条の２に基づいて、国立
または公立の校長の学校の任命権者か、私立学校の設
置者が、学校の運営上特に必要がある場合に、教員免
許を持っていない方で、なおかつ、一定の教育に関する
職の経験がない方であっても、学校教育法施行規則第８
条に規定している資格と同等の資質を有すると認める方
については、校長として任命し、または採用することがで
きるというものです。よって、ご提案の趣旨は実現可能で
す。ちなみに、平成１７年４月１日現在、４１都道府県市に
おいて１０３名の方が実際に民間人校長として活躍され
ています。
　教頭については、現在のところ、こうした資格要件の緩
和は図られていませんが、平成１７年１０月２６日の中央
教育審議会答申においても資格要件の緩和が適当であ
ると指摘されているところであり、現在検討を進めている
ところです。

教頭の資格要件の
緩和については、
措置の分類でB-2
との回答であるが、
１８年度中に措置を
行うと解してよい
か。

D

B-2

教頭の資格要件の緩和につきましては、平成１７年１０月２６日の中央教育審議
会答申を踏まえ、現在検討を進めているところであり、今年度中に学校教育法
施行規則の改正を行い、平成１８年度当初からの施行を予定しています。

1002020

不登校児童生徒等を
支援する学校を設置
しようとする際、実践
的な経験を長期に積
んだ者を校長・教頭に
採用することを可能に
する。そうでなけれ
ば、有用な人材を採
用できず、教員免許
状があるというだけで
未熟な者が管理職に
就かなければならな
い事態が出てくること
も考えられる。

不登校児度生徒を支援する学校にお
いては、管理職は他の教職員にも増
して、不登校支援に関する現場の知
識や経験が求められる。しかし、現行
法は、不登校児童生徒等を支援する
学校を想定していないため、教頭に
は、一般的な教職もしくはそれに順ず
る経験を求めるのみであり、そのこと
が、管理職に適した人材を登用しず
らくしている。教職に準ずる経験とし
て、フリースクール等の経験も加え、
１０年以上の経験がある者を教頭とし
て採用することができるようになれ
ば、有用な人材を登用しやすくなる。
このままでは、経験が勝る者が学校
の教職員としてほとんど参加できなく
なってしまう。なお、特別免許状制度
による対応については、実際は活用
しずらいため、本提案のような規制緩
和を期待する。

特定非営利
活動法人　
東京シュー
レ

文部科学省

0830030

　初等・
中等教
育を一
貫して行
う学校の
設置

学校教
育法第１
９条、第
３７条、
第４６条

小学校の就学年限は６年とする。
中学校の就学年限は３年とする。
高等学校の修業年限は、全日制の課程
については、３年とし、定時制の課程及び
通信制の課程については、３年以上とす
る。

D －

　この度は、ご提案いただきありがとうございます。ご提
案の趣旨である、学校区分にとらわれない教育課程の柔
軟な対応については、構造改革特別区域基本方針別表
に記載のある「構造改革特別区域研究開発学校設置事
業（８０２）」の活用によって実現可能です。

1007010

　１２年を３等分し、前
期、中期、後期とし、呼
称は第１学年～第１２学
年とする。
　前期は「読み書き計
算」の基礎学力習得に
重点を置き、中期はそ
の応用と発展を図る。
後期の前半までに、現
行小・中・高校の学習指
導要領の全内容＋αを
習得させる。後期の後
半は、いわゆるリベラ
ル・アーツや高等教育
の専門基礎に当たる部
分に重点を置く。具体
的には、哲学、文学、歴
史、数学、物理学、化学
など。
　全期間を通じて緩や
かな学年制を基本とす
るが、高等学校相当部
分の対外的な成績証明
書等は単位制に則って
表記する。第１１学年ま
では全科目必修とし、
第１２学年で選択制を
大幅に導入する。

　欧米の一流大学院で学位を取得す
る日本人が減っている。学力不足で
入学許可すら得られないないケース
も増えている。
　国際レベルの高等教育に耐え得る
人材の育成は、大学では遅すぎる。
世界のトップレベルを意識した、初
等・中等教育の充実が望まれる所以
である。根のない草は育たない。
　その基本は、初等教育の「読み書
き計算」であり、中等教育の「幅広い
バランスの取れた知識と論理的思考
力」である。
　早い段階での選択制導入は、将来
の進路を著しく狭める。今の子供は
理数系科目を避ける傾向があるが、
人文・社会科学の分野でも、世界レ
ベルを目指すなら、十分な数学力が
必要である。理数離れの原因は、小
学校段階での算数が消化不良であ
るためである。

個人 文部科学省
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 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830040
学校設
置者の
弾力化

学校教
育法
第2条、4
条等

学校は、国、地方公共団体又は学校法人
が設置することができる。

D －

学校教育法では、原則として、学校の設置者を国、地方
公共団体及び学校法人に限定していますが、様々な団
体や個人が、その教育理念を実現するため、単独又は
共同で新たな学校法人を設立し、特色ある学校の設置を
行うことは、現行制度上も可能となっております。
また、特区においては、このような学校法人を設立しやす
くするように、法人設立に際して、校地・校舎の自己所有
を不要とする特例措置を講じるとともに、特区地域におけ
る特別の教育ニーズに対応するため、一定の条件の下
で、株式会社による学校の設置も可能となっているところ
です。
今後、具体的な設置構想を進めていくに際して、ご不明
な点等ありましたら、文部科学省にお気軽にご相談いた
だければと思います。

1007020

　まだ具体的な計画は
ない。先ず諸制度・規制
の弾力化の可能性を
探ってから、具体案を考
える。
　１地方自治体がこの
種の学校を単独で設置
することは難しいと思わ
れるが、他の団体と協
力すれば可能性はあ
る。
　既存の学校法人が単
独で、或いは他の団体
と協力して設置する可
能性であろう。
　趣旨に賛同する複数
の個人・民間団体等が
共同で設置する可能性
もある。長期的視点か
ら、国際レベルの人材
を必要とする民間企業
が、学習塾や予備校な
どと協力して設置する
場合、「株式会社立」
か、別途、学校法人を
設立するか、選択肢は
二つある。

　学校教育法に定められた設置者
が、学校教育法に規定のない、この
種の学校を単独で設置する可能性は
低いと思われる。しかし、国際レベル
の高等教育機関に学び、国際的に活
躍する人材を継続的に育成すること
の重要性と緊急性とを痛感している
個人・団体・企業は少なくない。
　設置資金の調達の方法として、法
人・企業等の自己資金や供出金に頼
るほかに、市場から広く、つまりこの
趣旨に賛同する一般の個人や団体
から調達することも一つの選択肢で
ある。
　廃校となった公立学校の校舎・施設
の利用もあり得るので、理論上、いろ
いろな設置形態が考えられる。

個人 文部科学省

0830050

　校長・
教頭に
関する
規定の
弾力化

学校教
育法第７
条

学校教育法は第７条において「学校に
は、校長及び相当数の教員を置かなけれ
ばならない。」と規定されており、また学校
教育法第２８条等において各学校におけ
る必置の職が規定されているが、実際の
教職員の配置数の上限については、法令
上の制限はない。

E

ご提案ありがとうございます。ご提案の趣旨である、副校
長（教頭）の複数配置については、特段法令上の制限は
ないことから、国立または公立学校の任命権者または私
立学校の設置者の判断により実現可能です。

1007030

　校長は学校の管理
運営全体を統括す
る。
　副校長は、校長の
職務全体を補佐する
者１名、それぞれ前
期・中期・後期の教育
に関する校務をつか
さどる者３名とする。

　小中高一貫教育を建前とする一つ
の学校なので、当然、校長は１名とす
る。
　しかし、この１２年間は児童生徒が
最も成長・変化する時期であり、「一
貫した方針による」とはいえ、日常的
な教育活動はその成長・変化に対応
したものでなければならない。生活指
導のあり方、教科書の編集方針、教
授法等も、前期・中期・後期では自ず
と異なるので、それぞれ教育を担当
する副校長が必要となる。但し、その
変化は、独立した小・中・高校間の段
差のようなものではなく、無段階的に
推移するものでなくてはならない。
　そのほかに、校長の職務全体を補
佐し、かつ１２年間の教育全体を調整
する副校長も別に１名必要である。

個人 文部科学省

0830060
　校長の
資格の
弾力化

学校教
育法施
行規則
第８条、
第９条、
第９条の
２

現在、学校教育法施行規則（以下、「規
則」）第９条の２の規定により、国立もしく
は公立の学校の校長の任命権者又は私
立学校の設置者は、学校の運営上特に
必要がある場合には、規則第８条、第９条
に規定するもののほか、第８条各号に掲
げる資格を有する者と同等の資格を有す
ると認める者を校長として任命し又は採
用することができる。

D

　校長については、平成１２年の制度改正により、いわゆ
る民間人校長の登用が可能となったところです。具体的
には、学校教育法施行規則第９条の２に基づいて、国立
または公立の校長の学校の任命権者か、私立学校の設
置者が、学校の運営上特に必要がある場合に、教員免
許を持っていない方で、なおかつ、一定の教育に関する
職の経験がない方であっても、学校教育法施行規則第８
条に規定している資格と同等の資質を有すると認める方
については、校長として任命し、または採用することがで
きるというものです。よって、ご提案の趣旨は実現可能で
す。ちなみに、平成１７年４月１日現在、４１都道府県市に
おいて１０３名の方が実際に民間人校長として活躍され
ています。

1007040

　国や地方の教育行
政担当、企業等にお
ける総務・人事・社員
教育担当、予備校等
の経営者、その他そ
れに類する経験を有
する適任者があれば
これを校長として採用
する。
　勿論、上記の者で学
校教育法第８条、第９
条の資格を有する者
なら、なお良い。

　校長は、学校経営を含む全体的管
理・運営を統括するのであって、直接
的に児童生徒を指導する者ではな。
従って、教員免許状は必ずしも必須
条件とはしない。
　児童生徒の教育に直結する校務に
ついては、教職員免許・教職経験を
有する副校長が主としてこれをつか
さどり、校長を補佐する。

個人 文部科学省

0830070
教員免
許状の
弾力化

教育職
員免許
法第3条
第1項、
第2項、
同法第3
条の2第
１項、同
法第4条
第1項～
第6項、
同法第5
条第2～
4項、同
法第16
条の5第
1項

　教員の採用は、任命権者である各都道府県
教育委員会の判断をもって行われるものであ
り、どのような人材を採用するかは、各都道府
県教育委員会等の判断となります。
教育職員は、学校種等によりそれぞれ求めら
れる専門性を異にしていることから、各相当の
教員免許状を有する者でなければならないと
されています。ただし、その例外として、専門
性の高い教科指導の推進という観点から中学
校・高等学校教諭免許状を有する者は、所有
している免許状の教科に相当する教科につい
て小学校で教えることができます。
また、優れた知識等を有している場合には、
特別非常勤講師制度や特別免許状制度の活
用により、小学校の免許状しか有していない
者が中学校や高等学校で教えることはできま
す。

C－　
②、
　④

D－　
①、
　③

※①～
④は
『具体
的事業
の実施
内容』
欄の事
項につ
いて上
から番
号をつ
けたも
ので
す。

Ⅰ

  教員の採用は、任命権者である各都道府県教育委員会の判
断をもって行われるものであり、どのような人材を採用するか
は、各都道府県教育委員会等の判断となります。
　教育職員は、学校の種類等によってそれぞれ必要な専門性
が異なっているため、それぞれの学校の種類ごとの免許を有し
ていることが必要です。
　中学校や高等学校の免許状所有者については、専門性の高
い教科指導の推進という観点から、所有する免許状の教科に
相当する教科については小学校で教えることが現行制度にお
いても可能となっています。しかしながら、学級担任については
子どもの発達段階にあわせ適切な生徒指導等を行うことが求
められていることから、特定教科の専門的知識を有しているこ
とだけをもって、小学校の免許を有しない者が小学校で学級担
任をすることはできません。
　また、小学校の免許所有者はすべての教科を教授すること
はできますが、これは、小学校においては学級担任ができる限
り子どもと触れ合い、一人一人の子どもを十分に理解すること
が大切であるため、学級担任が原則としてすべての教科を指
導することとしているものです。このことから、各教科に関して
それぞれの教科に関する専門性の高い内容を指導することが
求められる中学校、高等学校において小学校の免許状を有し
ているということのみをもって指導にあたることはできません。
しかしながら、当該者が、免許状を有している一般の教員が十
分に対応できない分野についての知識等を有しているというこ
とで特別非常勤講師として教科の一部領域を教授することや、
優れた知識等を有しているということで特別免許状を受けて教
授することは可能です。

貴省回答では、「優
れた知識等を有して
いるということで特別
免許状を受けて教授
することは可能で
す。」とあるが、例え
ば、中学校の免許状
所有者が、小学校の
免許状を有しない場
合に、その者に小学
校の特別免許状が授
与されれば、小学校
段階で学級担任とな
ることもできるのか。
また、例えば、中学
校の免許状所有者
が、すでに大学にお
いて修得した単位に
加え、小学校の免許
状取得に不足してい
る単位を新たに修得
すれば、小学校の普
通免許状も取得で
き、中学校免許と小
学校免許を併有でき
ることになるのか。
さらに、右の提案主
体の意見について回
答されたい。

一貫教育を標榜する学校に
とって、学級担任の継続性は
最重要項目ですので、改めて
ご検討をお願したい。
本提案で具体的に想定してい
るのは、①中学・高校免許所
有者が中期（小学５・６年＋中
学１・２年）段階の学級担任と
なる場合と、②小学校免許所
有者が同段階の学級担任と
なる、二つの場合で、いずれ
も同一教員が継続することを
前提としています。昔と比べ、
全体的に子供の発達が遅れ
ていることは現場の常識であ
り、今の中学生には一昔前の
小学生並みの生活指導が必
要です。　
多くの教科を通じて日常的な
接触が大切なのは勿論です
が、この段階では、継続性が
より重要であると考えます。貴
職の論理では、少なくとも、②
は可能でしょう。

C－　
②、
　④

D－　
①、
　③

※①～
④は
『具体
的事業
の実施
内容』
欄の事
項につ
いて上
から番
号をつ
けたも
ので
す。

Ⅰ

教育職員免許法においては、教員免許状は基本的に学校の種類ごとの免許状
となっており、同一学校種であるにもかかわらず、発達段階に応じて学年ごとに
異なる取扱いをすることを想定しておりません。また、前回も回答致しましたが、
小学校の免許所有者はすべての教科を教授することはできますが、各教科に関
してそれぞれの教科に関する専門性の高い内容を指導することが求められる中
学校において小学校の免許状を有しているということのみをもって指導にあたる
ことはできません。
しかしながら、小学校の免許状を有しない中学校の免許状所有者に、小学校の
特別免許状が授与される場合においては、小学校段階で学級担任となることも
できます。また、中学校の免許状所有者が、すでに大学において修得した単位
に加え、小学校の免許状取得に不足している単位を新たに修得すれば、小学校
の普通免許状も取得でき、中学校免許状と小学校免許状を併有できます。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

「教員免許状は、同一学校で、学
年によって異なる取り扱うことを想
定していない」との事ですが、特
区制度とは想定外の試みを行う
ための制度ではないでしょうか。
文部科学省は、小中学校の９年
間を一本化した「義務教育学校」
の設置を視野に入れた本格的な
検討を始めるとの報道がありまし
たが（産経新聞平成17年11月５
日）、現在、特区などで行われて
いる「連携型」から更に一歩進め
て「一体型」とするには、当然、教
員免許状の問題が壁となるはず
です。その可能性と問題点を探る
ためにも、本提案は大きな意味が
あるものと考えます。新たな制度
を実験するには、大学での単位修
得によって免許状を与えるという
形式論ではなく、個々の教員の資
質・能力を見極める校長の見識を
信頼して、特例を認める方向で改
めてご検討をお願いしたい。その
結果、「義務教育学校」の教員養
成・教員免許状のあり方などにつ
いて具体的検討課題などが浮か
び上がってくるものと思います。

C－　
②、
　④

D－　
①、
　③

※①～
④は
『具体
的事業
の実施
内容』
欄の事
項につ
いて上
から番
号をつ
けたも
ので
す。

Ⅰ

教員免許状は基本的には教職課程を有する大学
で必要な単位を修得することにより授与されるも
のであり、すべての教員に最小限求められる資質
能力を全国一律に保証する性格のものです。仮
に今後の検討により「９年間の義務教育学校」と
いうものが設置された場合でも、学校の種類に応
じて教員の資質能力を全国一律に保証する資格
制度としての教員免許状の性格が変わるもので
はありません。このため、学校長の個別の判断に
よって、相当する免許状を有しない者でも教授す
ることを可能とすることは、適切ではないと考えま
す。
なお、特別免許状の授与等により、小学校の普通
免許状を有していない者が小学校で教授すること
は現行制度においても可能です。

1007050

　中学校および高等
学校の教科ごとの免
許状を有する者は、
小学校段階の関連科
目を担当することがで
きる。
　小学校の免許状を
有さない者でも、校長
が適当と認めた場合
は、小学校段階の学
級担任となることがき
る。
　小学校免許状のみ
を有する者でも、校長
が適当と認めた場合
は、中学・高校段階の
授業を担当することが
できる(特に芸術系・
体育系などの科目）。　
　校長及び副校長は、
各々の教員の資質・
能力を十分に見極め
て、教員免許状の種
類に関係なく、学級担
任及び生活指導の担
当者等を任命する。

　６歳から１８歳までの心身の発達は
非常に急速であり、個人差も大きい。
また近年、時代や地域・家庭の多様
な影響も無視できなくなっている。
　従って、学齢主義や学年制の一般
論は通用し難く、一貫性のある継続
的な指導を行うには、むしろ学校側
の臨機応変な対応が求められる。
小・中・高校の学校種の区分による
教員免許がかえって障害となる場合
もある。
　現に目の前にいる児童生徒の状態
を的確に判断し、最適な資質・能力を
有する教員を、校長が適宜配置する
ことができる柔軟なシステムが望まし
い。そのためには、人事に関する校
長の権限と責任とを明確にする必要
がある。

個人 文部科学省
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 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830080

　修業年
限の弾
力化　
　

学校教
育法第１
９条、第
３７条、
第４６条

小学校の就学年限は６年とする。
中学校の就学年限は３年とする。
高等学校の修業年限は、全日制の課程
については、３年とし、定時制の課程及び
通信制の課程については、３年以上とす
る。

D －

　この度は、ご提案いただきありがとうございます。ご提
案の趣旨である、学校区分にとらわれない教育課程の柔
軟な対応については、構造改革特別区域基本方針別表
に記載のある「構造改革特別区域研究開発学校設置事
業（８０２）」の活用によって実現可能です。
　また、御提案の４年間同一担任とすることなどについて
も、各学校の判断により現行制度で実現可能です。

1007060

　前期の目標：　１）集団
生活に慣れ、好ましい
生活習慣を身に付け
る。２）読み書き計算の
基礎力を確実なものと
する。
　中期の目標：　１）一般
的な社会道徳・礼儀作
法を身に付ける。　２）
読み書き計算の応用と
発展。　３）小・中学校学
習指導要領の全内容を
習得。
　後期の目標：　１）人
間・人生・社会・自然・文
化・歴史・科学等につい
て深く考察する。　２）高
等学校学習指導要領の
全内容を習得。　３）第
１２学年では、大学等に
おける専攻分野の基礎
となる分野を幅広く学習
する。
　但し、第９学年で普通
高校・高等専門学校に
進む生徒が、入試など
で不利にならぬよう教
育課程上の配慮する。

　６・３・３制の枠の中では、教科や単
元が細分化され、教育課程が総花的
にならざるを得ない。１２年の大枠で
なら、初めに読み書き計算の基礎学
力を確実なものとする時間が十分に
確保できる。これにより、他教科の学
習効率は大幅に高まり、習得のため
の時間も短縮される。これにより、第
１１学年までに、学習指導要領が定
める高等学校までの全学習内容を習
得することは可能となる。
　小・中・高校の段差をなくし、前の単
元の復習や学習内容の先取りがやり
やすくなる。
　前期・中期の子供の吸収力を最大
限に活かす。人間の丸暗記能力は前
期段階で最も高いといわれる。後期
では、論理的思考の訓練に重点を置
く。
　中等教育段階での選択制は、将来
の進路選択幅を著しく狭める。広義
の大学入学資格試験に数学を課さな
いのは、先進国中日本だけである。

個人 文部科学省

0830090
　飛び級
と原級留
置

学校教
育法
第１９
条、
第３７
条、
第４６条

小学校の就学年限は６年とする。
中学校の就学年限は３年とする。
高等学校の修業年限は、全日制の課程
については、３年とし、定時制の課程及び
通信制の課程については、３年以上とす
る。

C

E
Ⅰ

　ご提案の小学校、中学校における児童生徒の飛び級に
ついては、義務教育の期間は、全国ですべての国民に
対し、共通であることに意義があり、地域の特性に応じた
地域的要件は考えにくいこと、地域間移動の場合の取扱
いの問題などから、一部地域のみ特別の取扱いを認め
る特区制度を適用することは馴染むものではないと考え
られます。
　一方、高等学校の生徒の飛び級についても、特区を実
施するに当たっての前提となる地域の特性が想定されな
いことから、特区制度の適用に馴染むものではないと考
えられます。
　また、本件は、我が国の学校教育制度に大きな影響を
与えることから、我が国の公教育の枠組みにかかる問題
として、児童・生徒の全人格的成長等の点も勘案し、国
民的な議論により中長期的な観点から検討されるべき事
柄であるため、全国規模の規制改革のご要望としても、
直ちに結論を得ることが困難な問題と考えます。
　なお、特定の分野において特に優れた資質を有すると
認められる者については、高等学校から大学への飛び入
学が認められていますので、ご提案の趣旨の実現に当
たっては、この制度を活用することなども併せてご検討い
ただければと思います。
　ご指摘の原級留置については、各学校長が児童生徒
の学習状況などを適切に判断し、それぞれの児童生徒
の課程の修了認定について行うことになっており、現行
制度で実現可能となっております。

右の提案主体の意
見を踏まえ、例え
ば、構造改革特別
区域研究開発学校
設置事業（８０２）を
活用することによ
り、特定の教科内
容について、個人
の能力に応じて上
学年の学習内容
を、あるいは小中
一貫教育として小
学生が中学生の学
習内容を履修する
ことは可能か、回
答されたい。

　提案の趣旨は、義務教育期
間の延長・短縮ではなく（在学
期間は１２年間を原則とす
る）、同一学校に於ける９年＋
３年の枠内でのクラス移動で
す。本来、原級留置と飛び級
がセットであることは、前に書
いた通り。小中高の全課程を
早めに習得した生徒に対して
は１２学年目の「選択科目」を
履修させる。これは、大学教
育で消えて久しい「一般教養」
を念頭に置いたものです。
　どうしても学年制の建前が
崩せないなら、本来のクラス
に籍を置いたまま、特定の科
目についてのみ、上の学年あ
るいは下の学年の授業に参
加することの可否をご検討い
ただきたい（「飛び級」という用
語は使わない）。複数学年に
わたり同じ時間帯に同じ科目
を配置することは、時間割作
成上、可能です。

C

E

　学習指導要領に示している内容は、すべての児童生徒に対して指導する基礎
的・基本的な内容であり、各学校においては、その内容の確実な定着を図った
上で、異なる学年の内容や学習指導要領に示していない内容を指導することは
現行でも可能です。
　また、その際、ご指摘のように上学年の学習内容等を前倒して指導する場合
は、構造改革特別区域研究開発学校設置事業（８０２）の認定を受けることで実
施可能です。

1007070

　初等中等教育段階に
ある児童生徒の心身の
発達は個人差が大きい
く、近年、その差は拡大
傾向にある。
　飛び級と原級留置は
セットである。ある学年
で原級留置になっても、
上の学年で飛び級する
こともあり得る。学年制
をさらに弾力的に考え
れば、年度途中でも、上
または下の学級に編入
させることも考えられ
る。要は、１２年という大
枠の中で、初等中等教
育の全課程を十分に習
得させることがこの制度
の目的である。
　体力・運動能力や芸
術的センスは、学力以
上に多様であり、個人
差が大きい。この分野
の科目は、複数学年に
またがるクラス編成もあ
り得る。

　「学齢に達しない子女を、小学校に
入学させること」は学校教育法２７条
で禁止されている。しかし、入学後の
飛び級、あるいは特定の科目に限っ
て、上級学年の授業を受けさせること
については、許されてもよかろう。実
際、大学では、分野の制限はある
が、飛び入学を認めるところが増えつ
つある（高校の修業年限が短縮され
る）。
　わが国では、小学校中学校段階で
の原級留置の規定はなく、具体的な
データも公開されていない。かなりの
長期欠席者でも進級するケースが多
いと思われるが、このような処置は、
その後の学習を困難にし、将来的に
は、職業選択の幅を著しく狭めること
にもつながる。近年の引きこもりやフ
リーター・ニートの急増はその結果で
ある可能性が高い。

個人 文部科学省

0830100

　学期、
休業日
の弾力
化

学校教
育法施
行令29
条
学校教
育法施
行規則
47条･55
条

公立小中学校の学期
当該学校を設置する教育委員会が定め
る
公立小中学校の休業日
１国民の祝日に関する法律に規定する日
２日曜日及び土曜日
３学校教育法施行令第29条の規定により
教育委員会が定める日

D

　この度は、ご提案いただきありがとうございます。
　小中学校の学期及び長期休業日は、当該学校を設置
する市町村又は都道府県の教育委員会が定めることに
なっています。さらに、教育委員会においては、それぞれ
の教育委員会規則において各学校で定めることとして、
各学校に権限を委任することも可能となっています。
　実際に、学期や長期休業日を弾力化する取組は、各地
域で取り組まれているところです。
　なお、土曜日については、学校、家庭、地域がそれぞれ
協力して社会全体で子どもを育てていこうとする趣旨か
ら、10年間以上かけて段階的に進めてきたものであり、
現在では、社会全体のシステムの一部であり、国際的に
も共通の流れと言えます。
　このように、土曜日を休業日とする規定について特例を
設けて授業を実施することは、適当ではありませんが、
実際に、土曜日に学校、家庭、地域が連携し、教職員が
参加して希望する児童生徒に対し多様な学習機会を提
供することは、現在でも可能であり、多くの学校において
取り組まれているところです。
　是非これらをご理解いただき、児童生徒が多様な学習
機会を得られるよう、積極的な取組を実施していたきます
ようお願いいたします。

右の提案主体の意
見について回答さ
れたい。

　土曜日を休業日としたのは、中
曽根内閣時の前川レポートによ
るもので、その趣旨は、一般勤労
者の年間労働時間の短縮であっ
て、教育論ではなかった（長期の
休みがある教員の実質年間労働
時間が問題になるはずがない）。
土曜日は家庭や地域が子供を育
てるといっても、２４時間、３６５日
経済活動が行われている現在、
大人の側が対応できません。毎
週土日を休む勤労者はいずれ少
数派になるでしょう。
　また、学校教育の目的は、子供
達に好ましい生活習慣を身に付
けさせることでもある。その基本
は、毎朝８時に登校することにあ
る。週３０時間の授業をやるとし
て、６時間ｘ５日と５時間ｘ６日、ど
ちらが子供・教員の負担が少な
いか、学習効果があがるか、生
活指導上有効であるか。選択の
余地を与えても良いのではない
でしょうか。ちなみに、ドイツ南部
諸州の学校は、昔も今も、土曜
日に授業をしています。

C Ⅲ

　学校週５日制については、昭和５９年９月に「我が国における社会の変化及び
文化の発展に対応する教育の実現を期して各般にわたる施策に関し必要な改
革を図るための基本的方策について」諮問を受けて、２１世紀に向けての教育の
基本的な在り方を示した臨時教育審議会の答申で提言がされています。（「教育
改革に関する第二次答申」昭和６１年４月）
　答申では、家庭や地域の教育力の回復と活性化などの観点から学校週５日制
への移行への検討が提言されており、社会経済構造の変化を見通して教育論
から提言されたものということができます。
　また、学校週５日制の趣旨は学校・家庭・地域が連携して子どもたちを育てて
いこうというものであり、例えば家庭だけにその役割を限定しようという趣旨では
ありません。現在では例えば地方自治体が土曜日の様々な体験の講座を開催
したり、NPO等と連携して学習機会を提供するなど、地域が主体となる取り組み
も広まってきています。
　このように、学校週５日制は社会全体のシステムとして導入され、これまで段階
的に進めてきたものであり、また、各地域においてその趣旨を踏まえた様々な取
組がなされているところです。是非この趣旨をご理解いただき、児童生徒が多様
な学習機会を得、幅広い体験と学びができる環境の一層の充実に向けてご協力
いただきますようお願いいたします。
　なお、諸外国の状況についてご指摘をいただきましたが、国際的にも学校週５
日制は共通の流れであると考えています。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

　「家庭や地域の教育力の回復と
活性化」という建前論が破綻して
いることは、各種世論調査でも既
に明かです。現在、土曜日に学校
行事等がやり難くなったのは、教
員に代休を与えるのが難しいから
でしょう。要するに勤務時間の問
題に矮小化されているわけです。
本来、勤務時間の問題は年間の
総計で議論すべきであり、曜日の
問題ではありません。
　望ましい生活習慣の基本は「早
寝早起き」であり、児童生徒の場
合、それを規定するのは「登校時
間」です。年間登校日数が１日で
も多いことが望まれる所以です。
現在、平均的公立学校の登校日
数は２００日を切っており、実質授
業日数はその９割を切っているで
しょう。年間授業時間数は国際平
均を下回っています。教育の質
的・量的な充実こそ世界共通の課
題であり、特区制度により各種試
行錯誤が認められることを願いま
す。

C Ⅲ

　学校週５日制の趣旨を踏まえ、学校・家庭・地域
が協力して、子どもたちに幅広い学習や体験の機
会を提供する取り組みは、広がってきていると考
えています。今後、こうした取り組みがより一層充
実されることこそが期待されています。
　次に、年間の授業日数については、ご指摘のと
おり現在２００日程度ですが、これは国際的にみ
て少ないということはないと考えています。また、
各地方自治体、学校においては、長期休業日の
短縮などによる授業日数の確保のための取り組
みが行われています。
　年間の授業時間については、文部科学省の調
査では、学校教育法施行規則に定める標準授業
時数を上回って授業時数を確保している学校の
割合が全国的に見ても多く、それぞれの地域にお
いて授業時数の確保のための取り組みが行われ
ているものと考えています。

前回、前々回の回答と同様になりますが、学校週
５日制の趣旨、これまでの経緯、各地域における
取り組みの充実ための努力などご理解いただき、
子どもたちの多様な学習、体験の機会の充実に
ご協力いただきますようお願い致します。
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　成績通知表の作成
は年２回とするが、授
業時間割は年４回変
更する（但し、同じも
のを継続することもあ
る）。
　長期休業は３週間を
限度とする。夏３週
間；秋２週間；冬２週
間；春２週間；ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝ
ｳｨｰｸ１週間；その他１
週間。　計約１１週。
　年間約４１週登校と
して、４１週×６日＝
約２４６日－国民の祝
日・その他休日＝登
校日約２３０日。その
内、２１０日の授業日
数を確保する。残り約
２０日は、遠足、修学
旅行、運動会、学習
発表会等の学校行事
やその準備に当て
る。
　

　科目・単元には、その性質上、短期
集中したほうが高い学習効果を得ら
れるもの、年間を通じて継続したほう
がよいもの、半年で終わってよいもの
などがある。また、ある科目のある単
元を学習してからのほうが、他の科
目のある単元がより理解し易いという
こともある。
　それらを合理的に組み合わせて、
学習効率のよい年間計画を立てるに
は、３ヶ月毎の時間割組み替えが適
当である。その結果、従来以上の学
習成果が期待されると共に、毎週の
授業科目数を減ることにより、生徒の
負担を軽減することができる。
　１ヶ月以上の長期休業は、せっかく
身に付けた好ましい生活習慣や知
識・能力を無効にする恐れがある。

個人 文部科学省

0830110

　教科に
関する
規定の
弾力化　
（教科
名、必
修・選択
の別、授
業時間
数、学年
配当、学
習指導
要領、そ
の他）

学習指
導要領

各学校は、学習指導要領等の教育課程
の基準に基づいて、教育課程を編成・実
施するものとされている。

D

この度は、ご提案いただきありがとうございます。ご提案
にありますような教育課程の基準によらない教育課程の
編成・実施については、構造改革特別区域基本方針別
表に記載のある「構造改革特別区域研究開発学校設置
事業（８０２）」により行うことができます。

1007090

　教科の学年配当は
従来のものとかなり異
なるが、第１１学年終
了時点で、少なくとも
現行の学習指導要領
の内容はすべて網羅
するよう教育課程を編
成する。
　特に理数科目につ
いては、欧米の高校
の理系コースに匹敵
する授業内容と授業
時間数を確保する。
但し、そのために人文
社会系の科目や時間
数を削減することはせ
ず、授業日数や週当
たりの授業時間数を
増やすことによって対
応する。
　第１１学年までの教
科はすべて必修とす
る。選択制は第１２学
年において大幅に取
り入れる。

　全ての学習の基礎である「読み書
き計算」能力を前期で集中的に身に
つけさせることにより、それ以降の学
習の効率化を図る。
　高校までの教科内容は、２１世紀人
の教養の範囲に属する。広義の大学
入試で数学が必須でないのは、先進
国中日本だけである。
　早い段階での選択制導入は、将来
の進路選択の幅を著しく狭めることに
なる。
　日本の大学生は、専門基礎・周辺
科目が非常に弱いと言われる。それ
をカバーするため、第１１学年までは
全科目を必修とする。
　英語で専門分野の論文を読み書き
するためには、「文法・読解・作文」方
式が適当である。基礎・基本がしっか
りしていれば、会話は単なる「慣れ」
の問題である。

個人 文部科学省
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 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830120

　検定教
科書以
外の教
科用図
書の使
用

学校教
育法第２
１条およ
びその準
用規定

小・中・高等学校等においては、文部科学
大臣の検定を経た教科用図書又は文部
科学省が著作の名義を有する教科用図
書を使用しなければならない。但し、学校
教育法第２１条２項等により、検定教科書
等以外の図書であっても、有益適切な図
書は使用することが可能である。なお、研
究開発学校の授業において学習指導要
領で定めている内容以外の授業を行う場
合等検定教科書が存在しない場合には、
検定教科書の使用義務はない。

D

現行制度においては、検定教科書を使用する場合でも、
副教材については学校の判断で使用することも可能と
なっています。また、構造改革特別区域研究開発学校制
度の活用により、学習指導要領によらない特別な教育課
程を実施する場合、検定教科書ではなく学校独自の教材
を主たる教材として使用することが可能です。このような
制度を活用しながら多種多様な教材を使用することによ
りご提案の趣旨を実現することが可能と考えます。

右の提案主体の質
問について回答さ
れたい。

素朴な疑問。
　例えば、２０年前の教科書
を、出版社の許可を得て復
刻。コピーしたものは、有償・
無償は別問題として、「検定教
科書」あるいはそれに準じるも
のとして認められるでしょう
か。近年、学習指導要領は、
最低基準を定めているので
あって、発展的学習を制限す
るものではないと解釈されて
いるようですが。

D

学校における教育課程は現行の学習指導要領に従うこととなっており、教科の
主たる教材である教科書は、学習指導要領が改訂されるごとに、新しい学習指
導要領にそったものが著作・編修され、検定していることから、過去に発行され
た教科書を採択して使用することはできません。ただし、前回で回答したとおり、
副教材については学校の判断で使用することも可能となっています。また、構造
改革特別区域研究開発学校制度の活用により、学習指導要領によらない特別
な教育課程を実施する場合、検定教科書ではなく学校独自の教材を主たる教材
として使用することが可能です。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

「私見」
「検定教科書」を使用するかどう
かということは、教科書の無償配
布に絡みますので、実験的教育を
行おうとする場合、最大の難問と
なります。そもそも、国が学習指
導要領を定め、民間が教科書を
編集し、さらに国がそれを検定す
るというのは、本質的に、中国や
韓国の「国定教科書」と同じです。
先進国中、このような制度を保っ
ているのは日本だけ、その存廃を
含めて見直すべき時期でしょう（そ
うすれば、教科書問題が外交問
題になることもありません）。
その第１歩として、今回は敢えて
要望しませんが、過去の検定教
科書を「準検定教科書」として無
償にするとか、一般書籍を使用す
る場合、検定教科書の定価の範
囲内で国が利用者に補助する等
の方策があってよいと思います。

D

  教科書の検定は、教科書の著作・編集を民間に
委ねることにより、著作者の創意工夫に期待する
とともに、検定を行うことにより、適切な教科書を
確保することをねらいとして行っているものであ
り、全国的な教育水準の維持向上、教育の機会
均等の保障、適正な教育内容の維持、教育の中
立性の確保などの要請にこたえるため、今後とも
必要なものと考えています。
  今回いただいた御意見は、今後の参考とさせて
頂きたいと思います。
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　教科用図書に利用で
きそうな材料は、自作の
ものを含めて、データ
ベースとして蓄積してお
き、適宜利用する。
　著作権上のトラブルを
避けるため、原則とし
て、著作権の切れた材
料を中心とする。幸い、
インターネット上には
「青空文庫」のように、
著作権が切れた文藝作
品を公開しているサイト
や著作権を設定しない
教材等を公開している
サイトが多数ある。
　自作教科用図書には
基本的な説明・解説を
詳しく載せ、練習問題、
応用問題も多く用意す
る。
　学内に教科書編修委
員会を常設し、学外者
を含めて、教科書・教
材・教育法の研究開発
を行う。

　日本の検定教科書は世界で最も
「薄い」部類に属する。教師による詳
しい説明を前提としているためと思わ
れるが、自学自習で先に進もうとする
生徒、あるいは前の単元の理解不足
を自ら取り戻そうとする生徒の意欲を
削ぐことにもなっている。
　副教材や学習参考書の出版が盛
んであるのもわが国の特徴である。
検定教科書だけでは、いかなる教科
も十分に学習できないのが現実であ
る。
　特に、読み書き計算の基礎学力
は、量をこなすことによってのみ身に
付くものであり、そのためには、現行
教科書の数倍のページ数が必要とな
ろう。しかし、それらの教材をすべて
印刷するには膨大なコストがかかる。
電子媒体による教材の提供も検討に
値する。

個人 文部科学省

0830130

設置者
以外の
法人等
による幼
稚園の
管理

教育基
本法第６
条、学校
教育法
第２条、
第５条

　国、地方公共団体、学校法人以外の者
は学校を設置できない。（特区における株
式会社、ＮＰＯ法人を除く）。
　学校の設置者は、その設置する学校を
管理し、法令に特別の定めのある場合を
除いては、その学校の経費を負担する。

C Ⅰ

　ご提案のような市立幼稚園のケースを含め、公立学校
の管理・運営の民間委託に関しては、過去に特区提案が
行われるとともに、「構造改革特区の第３次提案に対する
政府の対応方針」（平成１５年９月１２日構造改革特別区
域推進本部決定）において、「公立学校の民間委託の包
括的な管理・運営委託については、高等学校及び幼稚園
を対象として検討し、・・・必要な措置を講ずる」こととされ
たことを受け、その具体的な制度の在り方について、①
構造改革特区における提案の趣旨を最大限実現する、
②公立学校の性格に照らし、法制上の課題を踏まえる観
点から検討を進めた結果、先の通常国会において構造
改革特別区域法の改正により「公私協力学校制度」が創
設されたところです。
　この制度は、地方公共団体と民間とが連携・協力して
民間のノウハウを生かしつつ、公私協力学校を設けて、
地域のニーズを反映した特色ある教育を実施しようとす
るもので、既に本年１０月から施行されております。ご提
案いただいた件につきましても、この新たな制度をご活
用いただくことが可能です。

右の提案主体の意
見も踏まえ、提案に
ある委託の方法が
実現できない理由
を回答されたい。

　幼保一元に係る規制の特例
の全国展開等により、今後は
当該施策に対する全国的な
取組が増加するものと思われ
ます。その一方で、公の施設
の指定管理者制度導入等に
伴う保育所の公設民営化の
流れは、自治体の財政事情と
も相まって一層加速するもの
と思われ、保育の現場におけ
る民間活力の活用と参入の
拡大は必至の状況となってい
ます。
　こうしたことから、当市では、
幼保一元施設についても、今
後は民間活力の導入を視野
に入れるべきと考えており、市
民のニーズに応え、健全な財
政運営を確立するためにも、
本提案に対する対応につきま
して再度ご検討賜りますよう
お願いいたします。

C Ⅰ

　公立学校の管理運営を包括的に民間委託することに関しては、過去にも特区
提案が行われるとともに、「構造改革特区の第３次提案に対する政府の対応方
針」（平成15年９月構造改革特別区域推進本部決定）において、「公立学校の民
間への包括的な管理・運営委託については、高等学校及び幼稚園を対象として
検討し、・・・必要な措置を講ずる」こととされたところです。
　これらを受け、文部科学省としては、ご提案のような公立幼稚園の民間への包
括的な委託をいかにすれば実現できるかという方向で、法制度面から、真摯に
検討を重ねたところです。
　しかしながら、関係省庁とも協議しつつ、検討を進める中で、公立幼稚園にお
ける教育は、幼稚園教育要領に基づき、設置者である地方公共団体が、その公
の意思において、教育課程の編制等、提供すべき教育の方針や内容を決定す
るとともに、こうした教育課程の編制等と在籍園児に対する日常の教育とが一体
的に実施されるものであること、こうした特質を持つ公立学校教育は、法制度的
見地からは、例えば保育所における保育など事実上の行為に相当する業務・
サービスや一般に指定管理者制度が想定している定形的な管理行為とは、本
質的に性格を異にするものであることなどにより、結果として、「公立学校」を包
括的に民間委託することは制度的に困難との結論に至りました。
　こうした検討を経て、特区提案の趣旨を実現するために本年の構造改革特別
区域法改正により新たに創設されたのが先の回答でお示しした「公私協力学校
制度」です。
　以上の通り、公立幼稚園を含め、公立学校の包括的な民間委託は困難との政
府部内の検討結果を踏まえて設けられた特区制度が「公私協力学校制度」です
ので、この新たな制度の活用についてご検討いただければと考えます。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

公私協力学校は、あくまでも私立
学校であり、公立幼稚園に適用す
る場合は、いったんこれをを廃止
し、協力学校法人による私立幼稚
園として設置する必要があります
が、こうした施策は、公教育に対
する市の後退姿勢ともとられ、住
民の理解が得られないと考えま
す。
当市が考えているのは、公の施
設である公立幼稚園において、市
の一定の統制機能を留保しなが
ら法人等に管理させようというも
ので、教育に関する権限の放棄で
はありません。
管理主体となります法人等に対す
る市の関与も、お示しいただいた
公私協力学校と同程度となると考
えております。
更に、幼保一元施設においては、
財産管理の面からも支障が生じる
おそれがあります。

Ｃ Ⅰ

　公立学校の管理運営を包括的に民間委託することに
関しましては、「公私協力学校」を特区において制度化
するに先立ち、文部科学省として真摯に検討を重ねる
過程で、貴市のご提案のように、当該公立学校に対し
て地方公共団体に一定の関与や権限行使を留保しつ
つ、民間委託を可能にする方法が取れないかについて
も、検討を行ったところです。
　しかしながら、前回の再検討要請でお答えしました通
り、公立学校教育の特質に照らし、こうした方法をとる
ことについても、法制度的見地からは困難との結論に
至ったものです。このことは、幼稚園と保育所とが一体
的に整備される施設における幼稚園についても同様で
す。
　したがいまして、貴市のご要望にお答えすることは困
難です。
　なお、「公私協力学校」につきましては、特区地方公
共団体による設置・運営に関する一定の関与や財政面
での支援など、地方公共団体の関与が法定されてお
り、地方公共団体と民間とが連携・協力して、地方公共
団体の関与の下、民間のノウハウを生かしつつ、地域
のニーズを反映した特色ある教育の実施ができる制度
です。このように、「公私協力学校」は、制度上は私立
学校に該当しますが、地方公共団体が当該学校にお
ける教育に対する一定の責任を果たしていただくこと
が前提となっております。
　もとより、この制度を活用されるかどうかは貴市のご
判断によるものですが、こうした「公私協力学校」制度
の趣旨・内容に照らせば、この制度を活用していただく
ことが貴市の教育に関する権限の放棄になるものでは
ないと考えております。

1018010

　幼稚園児と保育所児
の合同活動事業の特区
認定（平成17年５月13
日から全国展開）を受
けて設置した市立の幼
保一元施設について
は、保育所部分は、指
定管理者制度を導入し
管理運営を民間等に委
託することが可能にな
るが、幼稚園部分は、
学校教育法第５条の規
定により設置者以外の
管理と経費負担が認め
られていないことから市
以外の者に委託するこ
とができない。
　このため、幼稚園の管
理運営について、社会
福祉法人その他の非営
利法人等への委託を可
能とすることにより、幼
保一元施設での合同活
動を維持しながら、民間
活力の導入による多様
な幼児教育・保育サー
ビスを提供するととも
に、行政コストの削減を
図ることができる。

提案理由：
　あわら市の芦原地区では、構造改
革特区の認定を受けて平成17年４月
から幼保一元施設である「幼児園」を
設置し、幼稚園児と保育所児の合同
活動事業を実施している。一方、金
津地区では、芦原地区での状況を見
ながら順次幼保一元化を進めていく
こととしており、現時点では旧来の幼
稚園と保育所がそれぞれ運営されて
いる状況である。併せて金津地区で
は、指定管理者制度を活用した保育
所の民間委託を進めており、現在２
園が社会福祉法人により管理運営さ
れ、一定の成果を上げている。
　あわら市としては、今後、保育所の
民間委託を念頭に置きながら、幼保
一元化を進めることとしているが、そ
のためには幼保一元施設である幼児
園の民間委託も考慮する必要があ
る。
　このため、全国展開されることと
なった幼保一元化と指定管理者制度
の導入による民間活力の活用と行政
コストの削減等を目的に本規制の緩
和を提案するものである。

あわら市 文部科学省

　特定非営利活動法人については、株式会社と比べた場合、株主配当の必要がなく、報酬を受
ける役員の数も限られることから、その分は、法人運営上の経費が軽減されるといった側面が
あるかもしれません。また、営利法人である株式会社とは異なり、投資等により、利潤追求のた
めのリスクを負うこともないことから、その面では、経営上の安定性への懸念が、確かに小さい
かもしれません。
　一方、特定非営利活動法人は、株式会社における資本金のような設立時の財産的基礎がな
く、また、株式発行などの多様な資金調達の手段もないことから、その点では、財政基盤に劣る
ことになります。
　このように、特定非営利活動法人と株式会社とでは、財政面での一長一短がありますが、いず
れにしても、上記のような、それぞれの制度に由来する問題があるところであり、学校設置者と
して求められるだけの継続性・安定性を確保できるかについては、両者ともに、必ずしも十分な
保証がないものと考えられます。
　構造改革特区においては、このような継続性・安定性の懸念を残しつつも、株式会社について
は、特に、多様な資金調達による機動的な学校経営等の可能性に期待して、特定非営利法人
については、公教育の補完という役割に期待して、限定的に、学校設置を認めたところです。
　しかしながら、ご提案の大学教育の分野については、特定非営利法人が、当該分野の教育の
補完に関し、社会的に一定程度評価されるような実績を上げているものでもなく、現状では、そ
の補完の役割が、特定非営利活動法人に期待されているとまでは言うことができないと考えま
す。
　したがって、ご提案の要望事項を、そのまま実現することは困難ですが、特区においては、校
地校舎の自己所有に係る要件の特例により、特定非営利活動法人を学校法人化して学校設置
すること等を容易にする措置も講じておりますので、これらの方策についても、是非、ご検討い
ただければと思います。　
なお、提案者からのご意見については、それぞれ以下のように考えます。
（１）について
　少子化等の影響により、近年、私立学校の経営環境は厳しくなっており、継続性・安定性の確
保の観点から、様々な措置が講じられた学校法人でさえも、その一部において、経営破たんに
至る事例が生じるようになっています。
　このような厳しい状況であればこそ、継続性・安定性の確保が図られるような学校設置者の制
度を整備し、学習者の利益保護を図っていくことが、より一層重要となるものと考えます。
　このようなことから、特定非営利活動法人については、その実態も様々であるのが実情となっ
ており、法令上も様々な基準・要件が設けられ、これへの適合等を審査された上で設立認可さ
れる学校法人と異なり、学校の設置者として、懸念が残ることとなると考えます。
（２）について
　構造改革特区における、学校法人による大学設置に関しては、校地・校舎を自己所有を要し
ない特例（８２１特区）のほか、以下の特例措置が設けられています。
　・校地面積基準の引き下げ（８１１特区）
　・運動場に係る要件の弾力化（８２８特区）
　・空地に係る要件の弾力化（８２９特区）
　・インターネットのみを利用して授業を行う大学の校地校舎の弾力化（８３２特区）
　詳しくは、「構造改革特区計画認定申請マニュアル」等をご参照下さい。
　株式会社については、学校の設置者として、公共性、継続性・安定性の面での懸念があるも
のの、多様な資金調達による機動的な学校経営等の可能性に期待して、構造改革特区におい
て、一定の条件の下での学校設置を認めています。
（３）について
　特定非営利活動促進法は、「市民が行う自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健
全な発展を促進し、もって公益の増進に寄与する」ことを目的としており、特定非営利活動法人
制度は、この法律に基づき、市民が行う自由な非営利活動を促進するための制度として創設さ
れています。
　特定非営利活動法人の設立については、「認証」によることとされており、「認可」が必要な学
校法人の設立の場合とは、異なる取扱いとなっています。
　「認証」とは、一定の行為が正当な手続きで行われたことを公の機関が確認し、証明することで
あり、「認可」等の場合と異なり、「認証」に係る所轄庁の審査は、形式的なものに止まり、設立
の手続並びに申請書及び定款の内容が法令の規定に適合していること、１０人以上の社員を有
することといった形式的な要件のみを満たすだけで、所轄庁の認証を受けられる（所轄庁は認
証しなければならない）こととなります。
　このため、ＮＰＯ法人の設立に際しては、その公益性、継続性・安定性について、必ずしも十分
な確認がなされているわけではありません。

0830140

学校教
育法第2
条、第4
条（特定
非営利
活動法
人による
専門職
大学院
設置規
制及びイ
ンター
ネット大
学院大
学の設
置規制）

学校教
育法第2
条、4条
等

提案者によると「イン
ターネット等を使用す
る情報通信の分野に
おいては費用の低減
化は顕著である」との
ことである。また、提
案理由の中で「株式
会社では役員と従業
員及び株主等に利益
を配当せねばならな
いが、ＮＰＯ法人にお
いては株主はいない
し、役員の3分1だけ
報酬が受けれる規定
である。したがって、
株式会社は経営にお
いてＮＰＯ法人より安
定性・継続性が劣る」
「安定性・継続性につ
いては、ＮＰＯ法人に
は借入も投資も無い」
等が挙げられている
が、このことについて
検討の上、見解を回
答されたい。
併せて、右の提案主
体の意見について回
答されたい。

不登校児童等を対象として特別の需要に
応じた教育を行う場合に、特定非営利活
動法人による学校を設置することができ

る。

C Ⅰ

　学校は公の性質を有するものであり、その設置と運営は極め
て公共性の高いものであるとともに、学生等の就学の機会を確
保するため、継続性・安定性が不可欠です。このような公共
性、継続性・安定性を確保しつつ、民間の主体が参入するため
の制度として学校法人制度が設けられており、学校の設置主
体としては、学校法人が基本となっています。
ＮＰＯ法人は、市民による自由な非営利活動を推進する観点か
ら、簡易に法人格を取得できる制度として創設されたものです
が、自由度が高い反面、他の公益法人や株式会社と比べて
も、法人の管理運営体制が十分でなく、情報公開やセーフティ
ネットの整備等の条件整備をしていただいても、なお、学校の
設置者として必要な公共性、継続性・安定性の確保の面で懸
念があります。そのため、構造改革特区におけるＮＰＯ法人に
よる学校設置の特例については、不登校児童生徒等に対する
教育など、既存の学校教育では必ずしも十分な取り組みが行
き届いておらず、ＮＰＯ法人が、これを補う形で、一定の実績を
上げてきた分野についてのみ認めることとしています。
ご提案のあった専門職大学院教育については、既に学校法人
等によって多様な教育が提供されており、学生等の幅広い
ニーズに十分応えていると考えられることから、ＮＰＯ法人によ
る学校設置を認めることは困難であると考えています。
なお、構造改革特区においては、学校法人を設立するために
求められる要件の緩和や株式会社に学校設置、インターネット
等のみを用いて授業を行う大学における校舎等施設に係る要
件の弾力化による大学設置など、種々の制度が設けられてい
るところです。これらの特区制度のご利用について、まずはお
気軽にご相談下さい。

（１）大学設置において倒産した
学校法人は社会性・継続性・安
定性の面からどのように解釈を
すればよいのでしょうか？（２）特
区において、学校法人や株式会
社の大学の設置が認められてい
るが。①学校法人は具体的に固
定資産以外に何が緩和されてい
るのでしょうか？②株式会社は
社会性・継続性・安定性が確保さ
れているのでしょうか？株式会社
の何をもって、そう言えるのでしょ
うか？③株式会社が倒産した場
合は事業再生を行うのでしょう
か？外国の団体、会社でも良い
のでしょうか？（３）回答の中で、
「ＮＰＯ法人・・・以下省略」①ＮＰ
Ｏ法人ではなく特定非営利活動
法人である。また、学校法人と同
じく、法務局に登記している団体
である。そして当法人認証は内
閣総理大臣である。がどうお考え
か？　②何をもって簡易なのか？
（例、定款縦覧に数ヶ月を要す
る。早くても半年を要す。）③市民
ではなく、国民であるが。どう解
釈されているのであろうか？④自
由な非営利活動を推進ではなく、
法的に認められた活動範囲（教
育関連が含まれる）がある。どの
ように解釈されているのであろう
か？⑤法人の管理運営体制は
十分でなくとは、何をもって十分
なのか？⑥特区において、継続
性・安定性の確保とはどういうこ
とか具体的に述べてもらいたい。
以上の回答を求める。

C Ⅰ
右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

回答では、早い話が金や金持って
来い・と高利貸しみたいな事を
言っている。教育とは何ぞやと考
えさせられる。官が言う言葉かと
思う。資産は借り入れでなく、現金
預貯金、寄附金としての返さなく
て良い金の事らしい・。ならば助成
金など廃止すればよい。教育など
に託けて、貴賎の大小に歪曲して
いる事は憲法の理念も劣る。寄附
金などと金には出所も無いのであ
るならば、汚い金でも何でも資産
として必要と解釈される。お金に
拘る継続性・安定性確保による参
入規制は即刻廃止して貰いた
い・。

C Ⅰ

学校も一つの事業主体であり、その事業活動を行
うに当たっては、他の機関と同様、資金面での裏
づけも必要となります。
　また、特に学校については、経営破綻に至った
場合には、在学生の修学機会が保証されないた
め、社会的にも大きな影響を及ぼすことになりま
す。
　こうした事態が生じることのないよう、学校の設
置に際しては、継続的・安定的な経営を維持でき
るだけの財産的基礎が確保されているかどうかを
審査しているものであり、学校が負う社会的な責
任に鑑みれば、このような措置が必要であること
について、ご理解頂ければと思います。

文部科学省1026010

特定非営利
活動法人国
際キャリア
支援協会

インターネット等を使
用する情報通信の分
野においては費用の
低減化は顕著であ
る。費用対効果で学
校教育を考えたとき、
情報通信による遠隔
地通信教育は教育費
を安くし、距離と時間
に関係なく、優秀な教
員と学生の参加が期
待できる。同時に経済
的な理由による教育
を断念した世代に再
挑戦できるプログラム
を提供する。専門職に
ついては再就職を視
野に入れた雇用対策
になり、中高年の再雇
用や若年未熟練労働
者の専門教育の機会
を作る事により、雇用
を作り出し、雇用の機
会を増やす事に繋が
り、職に就けない理由
による自殺者防止の
一助になる。当初、1
名でも成立するように
費用を抑える。通常、
数十名から数百名を
目処に費用対効果で
教育内容を充実す
る。

ＮＰＯ法人が教育活動の補完的役割
を担うとするのは一方的な解釈であ
り、ＮＰＯ法人による大学教育につい
ては、通常の学校教育の主体的役割
を担うことが期待される分野がある。
ＮＰＯ法人は学校経営の安定性・継
続性の面で懸念があると言われる
が、株式会社では役員と従業員及び
株主等に利益を配当せねばならない
が、ＮＰＯ法人においては株主はいな
いし、役員の3分1だけ報酬が受けれ
る規定である。したがって、株式会社
は経営においてＮＰＯ法人より安定
性・継続性が劣るのである。安定性・
継続性については、ＮＰＯ法人には
借入も投資も無い。また、国税庁認
定ＮＰＯ法人では広く寄付及び提供
が成り立ち、負担と給付の割合が等
価である。固定費や維持経費等を低
く抑えることにより、学生及び教員の
当事者にしか費用変動が発生しな
い。学校経営の負担は、寄付及びス
ポンサーシップを使えば、経費は掛ら
ない仕組みにできる。よって継続的・
安定的に学校経営ができ、経済的に
大学及び大学院教育を受けれない
人々に門戸を開放できる。(別紙参
照）

4/6ページ



 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830150

幼稚園、
保育所
の合同
保育を
実施す
る施設に
従事す
る職員
の任免
所管を
統一す
る規制
緩和

地方教
育行政
の組織
及び運
営に関す
る法律第
２３条

教育委員会は、当該地方公共団体が処
理する教育に関する事務を管理・執行す
る。

C Ⅰ

　幼稚園については、小学校、中学校等と同様の学校と
して位置づけられており、他の学校と同様に、教育の中
立性、継続性、安定性の確保等が要請されております。
このような性質を踏まえると、幼稚園を含む学校教育に
関する事務については、首長部局から独立した教育委員
会が担う必要があります。そのため、ご提案の内容を特
区として導入することは困難です。
　なお、来年度から本格実施を目指しております就学前
の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設につ
きましては、現在その所管の在り方なども含め、制度設
計について検討が進められているところです。

貴省回答におい
て、「来年度から本
格実施を目指して
おります就学前の
教育・保育を一体と
して捉えた一貫し
た総合施設につき
ましては、現在その
所管の在り方など
も含め、制度設計
について検討が進
められている」とあ
るが、その具体的
内容及び検討スケ
ジュールについて
示されたい。

C Ⅰ

　総合施設につきましては、文部科学省と厚生労働省とで連携し、中央教育審
議会幼児教育部会と社会保障審議会児童部会の合同の検討会議において、そ
の基本的在り方について「審議のまとめ」をとりまとめました（平成１６年１２月２４
日）。本年度には全国３５施設において総合施設モデル事業を実施しておりま
す。
　今後のスケジュールとしましては、上記の「審議のまとめ」等を踏まえて様々な
準備を行い、来年度からの本格実施に向けて次期通常国会に関連法案を提出
する予定となっております。

1028010

習志野市は、新しい子育て
支援施策の基軸として幼
稚園と保育所を融合させた
保育一元化施設こども園
を全市的に整備する特区
計画が昨年認定され、第1
施設目が平成18年4月より
開園し本格的に計画をス
タートさせる。就学前の新
しい保育・教育を目指し、
現在の公設幼稚園と保育
所をこども園を中心に再編
していく。総合施設のこど
も園を整備することにより、
様々な保育需要に対応す
ることができる社会的効果
を上げると共に、統合によ
る財政的効果も期待でき
る。本計画の実施にあた
り、合同保育を実施するた
めの「こども園」に従事す
る、幼稚園教諭と保育士の
任免等を、市長部局にお
いて統一で所管し本事業
の着実な実行と業務の効
率化をはかりたい。

子育て支援施策の一元化を目的とし
て、平成16年4月より市長部局にこど
も部を発足し幼稚園を含めた就学前
の子どもに係わる業務に対応してい
る。しかし、幼稚園の所管は教育委
員会、保育所の所管は市長部局であ
るため、保育一元化施設の運営上の
壁となる。来年4月から全国的に本格
実施される総合施設により、所管の
統一化が可能になることを、期待して
いるところであるが、本市において、
特に問題を生じている職員の人事に
関する所管の統一化を、強く望むとこ
ろである。任免等が統一化されない
ことでの問題は①本計画理念の浸透
がしにくい②職員への指示の二分化
③幼稚園教諭・保育士間の互いの理
解と連携が図れない④総合的で効果
的な人事配置ができない⑤事務業務
の煩雑化⑥社会保険等の格差⑦人
事交流時の社会保険の入れ替など
の煩雑化等。本計画を実施するため
に職員の意識・理念等についての一
元化は必須であり成功に結びつく重
要事項だと考える。

習志野市 文部科学省

0830160

市立保
育園・幼
稚園の
民間移
管に係る
建物譲
渡に伴う
国庫補
助金返
還の緩
和

・補助金
等に係る
予算の
執行の
適正化
に関する
法律
・補助金
等に係る
予算の
執行の
適正化
に関する
法律施
行令

現行の取り扱いでは、地方公共団体におい
て、補助を受けて整備した公立学校施設を補
助目的に反して転用する場合、原則として、・
公共用又は公用施設として利用すること・補
助事業完了後10年経過していること・無償（貸
与）による処分であることの要件を全て満たし
てはじめて残存価格に対する補助相当額（国
庫納付金）の納付が不要となる。なお、地域
再生の観点から、・国庫補助完了後１０年を経
過していないもの、・民間事業者が活用するも
のであっても国庫納付金を免除できるよう平
成１６年度から制度を緩和したところ。この制
度を活用し、各自治体において地域再生計画
を策定し、補助を受けて整備した公立学校施
設を弾力的に運用しているところです。

C －

　地方公共団体が補助を受けて整備した公立学校施設
については、補助金の経済的価値が残存する限りは、当
該地方公共団体は学校施設として使用し補助目的を達
成することが求められ、他の用途への使用は出来ないこ
ととなっています（補助金適化法第11条）。一方、近年、
少子化にともない、やむを得ず廃校とされた校舎や余裕
教室の数が増加する中で、これらの遊休施設の活用が
求められており、既存施設の有効利用を推進する観点か
ら、廃校施設等の活用に当たっては、国庫補助の適正な
執行に反しない範囲内で可能な限り支援しているところ
です。
　このような考え方の下、廃校施設等の有効活用を支援
してきているところですが、「無償譲渡」については、譲渡
先に実質的に国庫補助と同じ効果をもたらすものであり、
相手方は公立学校施設補助金が交付可能な団体、すな
わち地方公共団体に限定されるものと考えます。
　さらに、特区自治体に対してのみ係る特例措置を講じ
た場合、他の自治体との関係で、国として国庫納付金相
当の財政措置を行うことと同等の効果を生ずることから、
特段の財政措置を講じないとする特区制度本来の趣旨
にもなじまないものと考えます。

提案によれば、代
替措置の内容とし
て「事業目的以外
に使用すること（融
資の担保、破産に
よる債権差し押さえ
等）を防ぐために、
条件付所有権移転
仮登記を市名義で
行い譲渡する。」と
あるが、このような
条件を付すことによ
り、提案内容が実
現できないか回答
されたい。
また、右の提案主
体の意見について
回答されたい。

「愛知県私立幼稚園設置認可
審査基準」では、園舎等の施
設は自己所有が条件となって
おり、県と再三交渉してきた
が、例外は認められなかった
経緯がある。こういった状況に
より、園舎等施設は譲渡せざ
るを得ない。「官業の民間開
放」の積極的な推進のために
は、無償譲渡であっても補助
金の返還を要さないよう特例
を認めていただきたい。

C －

　ご提案いただきました件につきましては、国の補助を受けた公立幼稚園に係る
財政処分の取扱いは、処分制限期間内の民間団体への譲渡自体を禁止する趣
旨のものではないため、国庫返納金の問題は生じるものの、有償または無償で
譲渡することは可能であり、「愛知県私立幼稚園設置認可審査基準」に適合する
形での対応はできるものと考えます。また、園舎等の自己所有については、校
地・校舎の自己所有を要しない小学校等設置事業（８２０）を活用することによ
り、借用のもので対応することが可能となっています。
　しかしながら、その際に国庫補助金の返還を不要とすることにつきましては、先
に回答致しましたとおり、本件補助金制度や特区制度の趣旨に照らすと、ご提案
の代替措置をもってしても、困難であると考えます。

　児童福祉施設に対する
施設整備に係る補助を受
けて整備した公立保育所
の財産を社会福祉法人の
設置する保育所へ無償譲
渡する場合については補
助金の返還を要していな
いことと同様に、補助金に
より整備した公立幼稚園に
ついても幼児教育という目
的が同じことであることか
ら、補助金の返還を要せ
ず無償譲渡できないか。右
の提案主体の意見も踏ま
え、再度検討し回答された
い。
　また、提案によれば、代
替措置の内容として「事業
目的以外に使用すること
（融資の担保、破産による
債権差し押さえ等）を防ぐ
ために、条件付所有権移
転仮登記を市名義で行い
譲渡する。」とあるが、この
ような条件を付すことによ
り、提案内容が実現できな
いか回答されたい。

保育所施設の社会福祉法人への
無償譲渡については、国庫補助
金の返還は必要ない（H12.3.13社
援第530号)。また、保育所施設整
備費にかかる補助についても、社
会福祉法人に限って制度が存在
する。これは、社会福祉法人が、
国等から一定の監督を受け、社
会福祉事業を目的として設置され
る特別な法人であると認められて
いるためである。幼稚園を設置す
る学校法人も、全く同じ状況であ
ると考えられるため、少なくとも学
校法人に対して、国庫補助金の
返還について、保育所における社
会福祉法人と同様に扱うよう認め
ていただきたい。

Ｃ －

　本件提案に係る公立幼稚園施設整備費の補助
対象は、地方公共団体であることから、国庫補助
を受けて設置された幼稚園を地方公共団体が学
校法人に無償譲渡した場合においては、本件補
助金が補助対象としていない主体に国庫補助金
の経済的効果価値を移転することとなることから、
本件補助制度の趣旨等に照らし、ご提案は困難
であると考えます。
　なお、保育所整備に係る補助金に関しまして
は、市町村が保育の実施義務を負うこと等を踏ま
え、保育所整備を行う地方公共団体及び社会福
祉法人を対象とするなど、本件補助金とは補助の
趣旨や内容等を異にするものであることから、当
該補助制度に適合する形で財産処分の取扱いを
されているものと考えております。

1070010

本市は、民間法人の活
力を導入し、多様な就
学前の教育保育ニーズ
を充足するため、「豊田
市立保育園・幼稚園民
間移管計画」を策定し
た。本計画では、保育
園・幼稚園の設置主体
そのものを市から民間
法人に移管するもの
で、園舎等建物は無償
譲渡する。このとき、施
設整備に係る国庫補助
金の取り扱いが問題と
なる。補助金の交付を
受けて整備した施設を
譲渡等の処分を行うと
きは、基本的には補助
金の返還を要する。し
かし、譲渡した民間法
人で同様の用途に使用
する場合においては、
返還を要さないよう特例
措置を講じ、民間移管
を推進していきたい。

提案理由：
保育園においては、社会福祉法人以
外の法人に対する園舎等建物の無
償譲渡又は無償貸与については、補
助金の返還が生じる。幼稚園におい
ては、補助事業完了後１０年を経過し
ていない施設の無償譲渡又は無償
貸与、１０年を経過していても、無償
譲渡については補助金の返還が生じ
る。本市計画では、質の高い保育を
確保し、民間移管の円滑な推進を図
るため、移管対象は社会福祉法人か
学校法人とし、比較的新しい施設を
優先的に移管の対象としている。ま
た、施設の管理責任を法人に求めて
いくために、無償譲渡としている。「官
業の民間開放」を推進するため、保
育園・幼稚園とも補助金の返還を要
さないよう特例を認めていただきた
い。
代替措置：
事業目的以外に使用すること（融資
の担保、破産による債権差し押さえ
等）を防ぐために、条件付所有権移
転仮登記を市名義で行い譲渡する。

豊田市
文部科学省
厚生労働省

0830170

学校給
食調理
業務の
委託先
による食
材発注

文部省
体育局
長通知
「学校給
食業務
の運営
の合理
化につい
て」（昭和
６０年1月
21日）

学校給食業務の民間委託については、学
校給食の実施者である各地方公共団体
の教育委員会等が学校給食の食事内容
の充実や衛生管理の確保等に配慮しつ
つ、学校給食の質の低下を招かないこと
のないよう、地域の実情に応じて適切に
判断しているところです。

D －

現行でも、学校給食における食材発注業務を民間委託
することは可能です。
具体的には、学校給食の食事内容の充実や衛生管理の
確保ができれば、学校給食の実施者である各地方公共
団体の教育委員会等の判断で、学校給食において食材
発注業務を民間業者へ委託することも、可能です。

右の提案主体の意
見について回答さ
れたい。

「現行でも食材発注業務を民
間委託することは可能」と言
われるが、例えば、東京都２３
区で調理業務の民間委託は
行われているものの食材発注
権を開放された区は存在しな
い。実態を調査した上で、献
立の作成権を除く完全委託に
向けた通達を再発行するか、
若しくは、Ｓ６０年１月発令を
遵守する旨の通達を再発行
願いたい。

D

既に、昭和６０年に、学校給食業務の運営については、献立の作成を除き、学校
給食の質の低下を招くことのないよう十分配慮することを条件に、各設置者が地
域の実情等に応じた適切な方法により運営の合理化を推進するよう通知すると
ともに、その後も様々な機会を通じてこの旨を周知してきたところであり、改めて
同じ旨の通知を発出することは考えていません。

1116010

①教育委員会の管
理・監督による民間受
託会社による食材料
の調達と品質管理及
び調理業務の包括的
受託 
  
  
②保護者給食費負担
額の２０％を削減する
ことを目標とする 
  
  
③自治体の給食施設
における出納業務の
合理化及び簡素化 
  
  
なお、現在、全国で調
理業務の民間委託は
進んでいるが、食材
発注権は一切、民間
業者に付与されてい
ない。慣習による厳し
い障壁があると考えら
れる。

官から民への政府方針に則り、昭和
60年1月に発せられた「体育局長通
達」を改定し、献立権の作成を除く学
校給食業務の包括的委託を推進す
るべきである。昭和60年1月に、体育
局長が発した「学校給食の運営の合
理化」通達は献立作成権を除く完全
民営化方針を示しものであるが通達
通り履行されていない。民間受託会
社による食材調達、品質管理を含め
た給食業務の包括的委託は遅々とし
て進んでいない。「民間でできること
は民間に任せる」という政府方針に
則り同通達を全面改正し、学校給食
業務の包括的委託を推進すべきであ
る。

(社)日本
ニュービジ
ネス協議会
連合会

文部科学省

0830180

「公民
館」、「児
童館」な
どの施
設にお
ける民
間業者
の視力ト
レーニン
グセン
ター設置

－ － D －

一般論として、公民館施設の一部を転用するなどして他
の目的に使用することは、地域の実情を踏まえて、公民
館の設置者である市町村教育委員会がその当否を判断
することとなっており、国の規制は存在せず、現行制度の
中で実現することは可能となっています。

右の提案主体の意
見について回答さ
れたい。

今まで「公民館」「児童館」の施設
に視力トレーニングセンターのチ
ラシ広告・資料等は民間業者、営
利だからと言われて現実には置
いて頂けませんでした。１週間に
一度位の使用はできる様です
が、私たちの様に毎日使用する
ことは難しいです。お母さん方は
子供さんにコンタクトレンズやメガ
ネをかけさせたくない、視力ト
レーニングを受けさせたい、また
費用をお安くしてほしいと言われ
それには「公民館」「児童館」の施
設を利用出来れば１ヶ月4,000円
位にお安く受けられるので、多く
の子供さんの「近視児童人口」を
減少させることが出来ます。
視力が回復したら基本トレーニン
グをお母さんに教えて家庭で管
理して貰い視力を維持していま
す。
「仮性近視」のうちに「子供の視
力トレーニング」を受ける習慣を
一般化させたい。

D －

繰り返しになってしまいますが、一般論として、公民館施設の一部を転用するな
どして他の目的に使用することは、地域の実情を踏まえて、公民館の設置者で
ある市町村教育委員会がその当否を判断することとなっており、国の規制は存
在せず、現行制度の中で実現することが可能となっています。
 また、公民館に、どのようなチラシ広告・資料等を備え付けるかについても、設
置者である市町村教育委員会が地域の実情を踏まえてその当否を判断すること
となります。

1130010

福島県の近視児童人口を
減少させる為、視力トレー
ニングセンターを「公民館」
「児童館」などの施設を利
用してトレーニング費用を
1ヶ月4,000円位にお安く、
どなたも受けられるように
工夫した。県内各地に、そ
ろばん塾の様に人口1～2
万の所にも、たくさん作っ
てあげたい。視力トレーニ
ングセンター1ヶ所に女性ト
レーナー1名（指導者）で年
間200～300名位の子供さ
んの視力を良くする事がで
きる。子供のコンタクトレン
ズやメガネをかける前に仮
性近視のうちに視力トレー
ニングを受ける習慣を一般
化させて県内各地に広め
たい。私共のノウハウを福
島県に伝授して福島県か
ら全国に発信させて多くの
子供さんの視力回復にお
役に立ちたい。

福島県の子供の視力が悪いと新聞
に載っていました。急増する一方の
子供の視力を良くして福島県に貢献
したい。「県民からの提案」募集で提
案しましたが県からは民間業者だか
ら協力出来ないという内容でした。今
まで視力トレーニングセンターは「公
民館」「児童館」などの施設を利用す
ることは出来ませんでした。子供の視
力に関して県は眼科さん任せで、こ
れからも眼科さん任せでは近視児童
人口を減少させる事は出来ません。
眼科さんでは点眼薬の治療を受けて
良くならなかった場合早い時期にコン
タクトレンズやメガネを勧められ今は
小学5年生でコンタクトレンズを使用
しており、子供の視力低下は深刻で
す。当センターに来られた時には0.1
～0.2位悪くなってきています。マン
ツーマン指導、独自のトレーニング
法、仮性近視でのトレーニングの習
慣が大事です。仮性近視の0.3～0.4
位の視力は3ヶ月位で正常視力に回
復しています。もしも視力トレーニン
グで良くならなかったら最後にコンタ
クトレンズやメガネでもいいのではな
いでしょうか。

総合視力回
復センター

文部科学省
厚生労働省
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 08 文部科学省(8次提案最終回答)

管理コー
ド

規制の
特例事
項名

該当法
令等

制度の現状
措置
の分
類

措置
の内
容

措置の概要(対応策) 再検討要請 提案主体からの意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再検討要請に対する回答 再々検討要請 提案主体からの再意見

「措置
の分
類」の
見直
し

「措置
の内
容」の
見直
し

各府省庁からの再々検討要請に対する回答
規制特例
提案事項
管理番号

具体的事業の実施
内容

提案理由・代替措置の内容
提案主体
名

制度の所管・
関係官庁

0830190

教員免
許状の
弾力的
運用

教育職
員免許
法第3条
第1項、
第2項、
同法第4
条第1項
～第6
項、同法
第16条
の5第1
項

教育職員は、学校種等によりそれぞれ求
められる専門性を異にしていることから、
各相当の教員免許状を有する者でなけ
ればならないとされています。ただし、そ
の例外として、専門性の高い教科指導の
推進という観点から中学校免許を有する
者は、所有している免許状の教科に相当
する教科について小学校で教えることが
できます。

C Ⅰ

　教育職員は、学校の種類等によってそれぞれ必要な専
門性が異なっているため、それぞれの学校の種類ごとの
免許を有していることが必要です。
　中学校の免許状所有者については、専門性の高い教
科指導の推進という観点から、所有する免許状の教科に
相当する教科については小学校で教えることが現行制
度においても可能となっています。しかしながら、学級担
任については子どもの発達段階にあわせ適切な生徒指
導等を行うことが求められていることから、特定教科の専
門的知識を有していることだけをもって、小学校の免許を
有しない者が小学校で学級担任をすることはできないこ
とをご理解くださいますようお願い申し上げます。

右の提案主体の意見
について回答された
い。
また、例えば、中学
校の免許状所有者
が、小学校の免許状
を有しない場合に、そ
の者に小学校の特別
免許状が授与されれ
ば、小学校段階で学
級担任となることもで
きるのか。さらに、例
えば、中学校の免許
状を所有している場
合、すでに大学にお
いて修得した単位に
加え、小学校の免許
状取得に不足してい
る単位を新たに修得
すれば、小学校の普
通免許状も取得で
き、中学校免許と小
学校免許を併有でき
ることになるのか。

現在、児童の成長は年々発
達しており、小学校高学年は
むしろ中学生としての対応が
必要であると考える。つまり、
児童と生徒の狭間の時期に
おいては、教科の専門性によ
る指導と、思春期を迎える生
徒指導の両面の対応が望ま
れる。こうしたことから、中学
校において学級担任をしてい
る中学校の教員の指導力は
大きな戦力として期待できるも
のである。したがって、教員免
許状の弾力化、とりわけ中学
校教員免許状所有者は、小
学校における専門教科の指
導だけでなく、高学年（５～６
年生）に限って担任することを
認めるという考えはないの
か。

C Ⅰ

教育職員免許法においては、教員免許状は基本的に学校の種類ごとの免許状
となっており、同一学校種であるにもかかわらず、発達段階に応じて学年ごとに
異なる取扱いをすることを想定しておりません。
しかしながら、小学校の普通免許状を有しない中学校の免許状所有者に、小学
校の特別免許状が授与される場合においては、小学校段階で学級担任となるこ
ともできます。また、中学校の免許状所有者が、すでに大学において修得した単
位に加え、小学校の免許状取得に不足している単位を新たに修得すれば、小学
校の普通免許状も取得でき、中学校免許状と小学校免許状を併有できます。

1135160

中学校免許のみを所
有する教員が、小学
校において学級担任
となることができるよ
うにする。これにより、
児童生徒の発達や心
理の理解を深め、指
導の効果を高める。

現在の教員免許制度では、中学校免
許状については小学校の専科指導
に限られている。小中学校の教員の
指導の連携やきめ細かな指導を充実
するには、中学校のみの免許状を有
する教員であっても小学校の学級担
任を可能としたい。

逗子市 文部科学省

0830200

県費教
職員の
選考権
限の市
への移
譲

教育公
務員特
例法第１
１条、地
方教育
行政の
組織及
び運営に
関する法
律第３７
条

県費負担教職員の採用選考はその任命
権者たる都道府県・政令指定都市教育委
員会の教育長が行う。

C

　全県的な視野から教職員の採用・配置を行い、幅広く
人材の有効活用を行う必要があることから、政令市を除
く市町村立学校の県費負担教職員については、都道府
県教育委員会が任命権者とされています。この趣旨に鑑
みて、特定の市のみで採用・配置される職員を県費負担
教職員として県教委が任用するよう義務付けることは困
難です。なお、市町村費負担による教職員の任用につい
ては、現在認められている特例措置によって実現可能で
す（この制度については全国で実施できるよう検討を進
めているところです。）。

右の提案主体の意
見について回答さ
れたい。

提案の前提には市で負担して
いる非常勤講師のなかには
優れた教員が存在し、その教
員は即戦力であり、市としても
貴重な人材と認識していると
いう事実がある。一方、現在
問題になっている指導力不足
教員の根本的な解決は採用
のミスマッチを防ぐことであ
る。こうしたことから、団塊の
世代の大量退職に伴う大量
採用の時期を迎えている現
在、採用予定数の県費負担
教員のうち、一部は即戦力の
ある市負担教員を県費負担
教員として採用することことが
必要と考えるが、いかがか。

C

ご案内のとおり、市町村費負担により教職員を採用することは特例措置により可
能とされているところですが、政令市を除く市町村立学校の県費負担教職員の
任命権者が都道府県教育委員会となっている趣旨は、全県的な視野から教職
員の採用・配置を行い、幅広く人材の有効活用を行う必要があるという点にあり
ます。このことから、特定の市で任用される教員を県費負担教職員として採用す
るよう、県教委に義務付けることは困難です。
　なお、指導力不足教員の対応については、現在、すべての都道府県・指定都
市教育委員会において継続的な指導、研修を行い、状況に応じ免職等の分限
処分や他の職への転任等を行うシステムが構築・運用されているところですが、
学校や市町村教委にも十分に連携・協力いただきながら、適切に運用が進めら
れるようにしてまいります。併せて、条件附採用期間制度の趣旨が生かされるよ
うその厳正な運用を促してまいります。
　また、教員採用についても、各都道府県教委等において、真に教員にふさわし
い方が採用されるよう引続き改善を進めていただいているところです。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

提案の本意は、即戦力となる教
員の確保であり、すべての県費負
担教職員の採用を市で任用した
教員にしていただきたいと求めて
いるわけではありません。また、
配置についても採用した市にいつ
までも縛りつけようということでは
なく、採用後に適当な期間が経過
した後は、次の教員が確保されて
いる状況であることから、他の県
費負担教職員と同じであって問題
ない。貴省回答にある「全県的な
視野から教職員の採用・配置を行
い、幅広く人材の有効活用を行う
必要がある」という趣旨からすれ
ば、本提案についてもひとつの方
策として有効と考えるが、いかが
か。

C

　文部科学省としても、ご提案の趣旨である、優秀
な人材の確保及び適切な教職員配置は大変重要
な課題であると認識しておりますが、ご指摘のよう
に、当該教職員を、採用後に相当な期間が経過し
た後は、他市町村へ異動させるということであれ
ば、他の県費負担教職員と同じく全県的な視野か
ら都道府県教育委員会の権限と責任において採
用を行うことが必要であると考えます。
　なお、都道府県教育委員会は、市町村教育委員
会の内申をまって、県費負担教職員の任免その
他の進退を行うものとされていることから、各都道
府県教育委員会は、校長の意見具申・市町村教
育委員会の内申を十分に尊重して人事を行うこと
が重要であると考えます。

1135170

市で雇用している市
費負担の非常勤教員
（少人数指導等非常
勤教員）のうち、1年以
上雇用されている者
から勤務校の校長の
推薦及び市教育委員
会面接等により県費
教職員としての選考を
行い、合格者を県教
育委員会に報告す
る。この報告に従い、
県教育委員会は採用
者名簿に搭載すると
ともに、当該選考を
行った市に配置する。

団塊の世代の割合が多く、今後大量
退職の時代を迎えることから、ある程
度経験及び力量のある教員を確保す
る必要がある。現在逗子市で雇用し
ている非常勤の中には、優秀なもの
がいる。したがって、即戦力のある優
秀な教員を確保するために、逗子市
で選考基準を決め、採用を確定した
い。

逗子市 文部科学省

0830210

学校運
営協議
会の権
限強化

地方教
育行政
の組織
及び運
営に関す
る法律第
４７条の
５第２項

１　教育委員会は、教育委員会規則で定める
ところにより、その所管に属する学校のうちそ
の指定する学校（以下この条において「指定
学校」という。）の運営に関して協議する機関
として、当該指定学校ごとに、学校運営協議
会を置くことができる。
２　学校運営協議会の委員は、当該指定学校
の所在する地域の住民、当該指定学校に在
籍する生徒、児童又は幼児の保護者その他
教育委員会が必要と認める者について、教育
委員会が任命する。
３　指定学校の校長は、当該指定学校の運営
に関して、教育課程の編成その他教育委員会
規則で定める事項について基本的な方針を
作成し、当該指定学校の学校運営協議会の
承認を得なければならない。
４　学校運営協議会は、当該指定学校の運営
に関する事項（次項に規定する事項を除く。）
について、教育委員会又は校長に対して、意
見を述べることができる。
５　学校運営協議会は、当該指定学校の職員
の採用その他の任用に関する事項について、
当該職員の任命権者に対して意見を述べるこ
とができる。この場合において、当該職員が
県費負担教職員（第五十五条第一項、第五十
八条第一項又は第六十一条第一項の規定に
より市町村委員会がその任用に関する事務を
行う職員を除く。第九項において同じ。）であ
るときは、市町村委員会を経由するものとす
る。

D Ⅰ

　ご提案の趣旨については、第７次提案の際にご説明し
たとおり、学校運営協議会の設置や、委員の任命、カリ
キュラムの決定や教職員人事、それらに要する予算措置
などの際に、教育委員会が首長や学校運営協議会の意
向を十分踏まえることで実現可能なものであり、地域の
声を学校運営に反映させることにより市民教育の推進に
も資するものと考えます。
　実際に、教職員の人事については、「指定学校の職員
の任命権者は、当該職員の任用に当たつては、前項の
規定により述べられた意見を尊重するものとする。」とさ
れ、可能な限り意見を反映させることが法律上において
も求められているところであり、学校運営協議会が一定
の権限を有しております。
　なお、今年度、貴市立市之倉小学校が、コミュニティ・ス
クール推進事業の調査研究校の指定を受け、調査研究
を実施しておりますので、そうした事業を実施している中
での、具体的な問題点を教えて頂ければと思います。
　また、教科書採択に地域の意見を反映させることにつ
いては、現行制度のもとでも、採択地区の小規模化を図
るとともに、採択の決定過程に保護者等を参画させること
により可能であり、文部科学省でもこれらの取組を促して
います。貴市におかれては、市単独の採択地区を設定す
るとともに、選定委員会等に地域の代表者等を加えるこ
とにより、貴市で使用される教科書の採択過程へ地域住
民等の参画が可能になると考えますので、ご検討いただ
きたいと思います。

右の提案主体の意
見によると、「事実
上可能となってい
るものを明文化で
きない(特区として
認められない）理由
を提示願いたい。」
とあるが、このこと
について回答され
たい。

本市の提案は、貴省の回答で
「教育委員会が、首長や学校
運営協議会の意向を十分踏
まえることで実現可能」として
いる事実上の権限を、特区と
いう実験的かつ限定的な枠組
みの中で、明確な権限として
住民に持たせることで責任と
自覚を促す、というものであ
る。事実上可能となっているも
のを明文化できない(特区とし
て認められない）理由を提示
願いたい。
教科書採択については、貴省
の回答で「採択地区の小規模
化を図るとともに、採択の決
定過程に保護者等を参画させ
ることで可能である」とある。
本市の提案は、特区という実
験的かつ限定的な枠組みの
中で、これを委員会の権限と
して住民に持たせることで責
任と自覚を促す、というもので
ある。事実上可能となってい
るものを明文化できない(特区
として認められない）理由を提
示願いたい。

D

繰り返しになり恐縮ですが、貴市の御提案の趣旨は、学校運営協議会の設置
や、委員の任命、カリキュラムの決定や教職員人事、それらに要する予算措置
などの際に、教育委員会が首長や学校運営協議会の意向を十分踏まえること
で、特区として対応しなくても実現可能なものであり、まずはこうした方法により、
対応いただければと存じます。　また、貴市において、今年度実施されているコ
ミュニティ・スクール推進事業において、学校運営協議会の設置や、委員の任
命、カリキュラムの決定や教職員人事、それらに要する予算措置などの際に、教
育委員会が首長や学校運営協議会の意向を十分踏まえることにより、御提案の
趣旨が実現可能か御研究いただいた上で、具体的な問題点を教えていただけ
ればと存じますので、引き続きよろしくお願いします。　なお、教科書採択におい
ても特区として対応しなくても採択地区の小規模化を図り、採択の決定過程に保
護者等を参画させることにより、ご提案の趣旨を実現することは可能かと思われ
ますのでご検討いただければと存じます。　最後に、「明文化できない理由」との
ことですが、貴市の運用次第で事実上可能となっていることが何故できないの
か、何がネックとなっているのか、まずご教示いただければと思います。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

繰り返しで申し訳ありませんが、
本市の提案は協議会委員の自覚
と責任を促すためには、権限とし
て協議会に付与することが必要で
あると考えて提案しているもので
あり、貴省の回答のとおり事実上
可能となっているのであればそれ
を明文化し、権限として付与する
ことを提案するものである。

D

　繰り返しとなり申し訳ございませんが、貴市の御
提案の趣旨は、学校運営協議会の設置や、委員
の任命、カリキュラムの決定や教職員人事、それ
らに要する予算措置などの際に、教育委員会が
首長や学校運営協議会の意向を十分踏まえるこ
とで実現可能で、こうした取組を行い、地域の声を
学校運営に反映させることにより、協議会委員の
自覚と責任を促すことは可能なものと考えており
ます。

1138010

（事業内容）
１．地教行法第47条
の5第4項及び第5項
の権限の強化（第3条
と同様に学校運営及
び職員採用・任用に
ついて協議会の承認
を必要とする）
２．教科書採択に関し
て、採用する教科書
について協議会の承
認を必要とする
(効果)
教育委員会が、学校
運営に関する承認権
の一部を協議会に付
与することにより、市
民自治の本旨に基づ
き、市民が責任を持っ
て学校運営に取り組
むことができる。

　地方教育行政の組織及び運営に関す
る法律第47条の5に基づく学校運営協
議会については、地域住民の意見を任
命権者が尊重するという点で評価はす
るが、付与されている権限が不十分であ
り、残念ながら教育委員会の諮問機関
を超えるものではない。前回提案時の回
答において、随所に「教育委員会が首長
や学校運営協議会の意向を充分踏まえ
ることで実現可能」との見解をいただい
たが、本市は、単に学校運営に対して実
質的に関与可能とするだけではなく、｢
承認する」と明文化し法制度として保障
することに大きな意義があると考える。
学校運営を通じて地域教育を行おうとす
る場合には、住民に自覚を促すための、
権限とそれに伴う責任が必要である。本
市は、市政基本方針に市民参加を掲
げ、市民とともに市政運営を行う姿勢を
示している。また、市民の側にもあらゆ
る行政分野に参画する意識が育ってお
り、行政との協働歩調が本市の標準とな
りつつあり、学校運営についても市民の
関わり意識が成熟してきている。本市と
してはこの機を逸することなく住民が参
画する協議会に、より大きな権限を与え
ることで、多様かつ地域に密着した教育
を実現したいと考えている。

多治見市 文部科学省

0830220

学校運
営協議
会委員
任命に
ついて
の市長
の関与

地方教
育行政
の組織
及び運
営に関す
る法律第
４７条の
５第２項

　学校運営協議会の委員は、当該指定学
校の所在する地域の住民、当該指定学
校に在籍する生徒、児童又は幼児の保護
者その他教育委員会が必要と認める者
について、教育委員会が任命する。
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　第７次提案の際にご説明したとおり、学校運営協議会
は、学校運営及び任命権者の任命権の行使の手続きに
関与する一定の権限が付与される機関であるため、委員
については、管理者である教育委員会の責任おいて、人
選が行われ、その身分上の取扱い等についても明確にし
た形で任命されることが必要です。また、教育基本法か
ら要請される教育の政治的中立の確保のためにも、学校
運営協議会の委員の任命権は教育委員会にあり、市長
の承認を必要とすることによりこの権限を制限することは
困難です。
　ご提案の趣旨については、市長の承認がなくても、学
校運営協議会の委員任命の際に教育委員会が首長の
意向も十分に踏まえることで実現可能なものであると考
えます。
　なお、今年度、貴市立市之倉小学校が、コミュニティ・ス
クール推進事業の調査研究校の指定を受け、調査研究
を実施しておりますので、そうした事業を実施している中
での、具体的な問題点を教えて頂ければと思います。

右の提案主体の意
見によると、「事実
上可能となってい
るものを明文化で
きない(特区として
認められない）理由
を提示願いたい。」
とあるが、このこと
について回答され
たい。

本市の提案は、貴省の回答で
「教育委員会が、首長の意向
を十分に踏まえることで実現
可能」としている事実上の承
諾を、特区という実験的かつ
限定的な枠組みの中で、明確
なものにするものである。教育
の政治的中立の確保といった
不明確な理由ではなく、事実
上可能となっているものを明
文化できない(特区として認め
られない）理由を具体的に提
示願いたい。

D

繰り返しになり恐縮ですが、貴市の御提案の趣旨は、学校運営協議会の設置
や、委員の任命、カリキュラムの決定や教職員人事、それらに要する予算措置
などの際に、教育委員会が首長や学校運営協議会の意向を十分踏まえること
で、特区として対応しなくても実現可能なものであり、まずはこうした方法により、
対応いただければと存じます。　また、貴市において、今年度実施されているコ
ミュニティ・スクール推進事業において、学校運営協議会の設置や、委員の任
命、カリキュラムの決定や教職員人事、それらに要する予算措置などの際に、教
育委員会が首長や学校運営協議会の意向を十分踏まえることにより、御提案の
趣旨が実現可能か御研究いただいた上で、具体的な問題点を教えていただけ
ればと存じますので、引き続きよろしくお願いします。　最後に、「明文化できない
理由」とのことですが、貴市の運用次第で事実上可能となっていることが何故で
きないのか、何がネックとなっているのか、まずご教示いただければと思います。

右の提案主体の意見につ
いて回答されたい。

繰り返しになり恐縮ですが、貴省
の回答にあるとおり教育委員会が
首長の意向を十分踏まえることに
より実現できる、とした場合教育
委員会の意向と首長及び協議会
の意向が一致する場合は良い
が、一致しない場合には首長及び
協議会の意向を担保するものが
ないことになります。本提案はそ
れを担保するためのものであり、
それを担保するために委員の任
命について首長の承認を必要と
することを構造改革特区という限
定的な枠組みの中で明文化する
よう提案するものである。コミュニ
ティースクールの可能性を探る意
味でも構造改革特区という実証実
験的な枠組みの中で取り組むこと
は有用であると考えるものであ
る。

D

　御懸念の教育委員会の意向と首長及び学校運
営協議会の意向が一致しない場合については、
双方が十分に議論を尽くす中で、首長や教育委
員会が一体となって教育活動に当たっていくこと
が求められると考えます。こうしたことが、より適
切な学校運営のために大切なことであると考えま
す。

1138020
学校運営協議会委員
の任命について市長
の承認を得る

上述の地域教育を進める場合、地域
住民が委員として参加することは勿
論のこと、委員会の構成についても
地域の意向が充分に反映されている
ものでなければならない。第7次提案
時の回答では「教育委員会が首長の
意向も充分に踏まえるなど、地方教
育行政の組織及び運営に関する法
律を適切に運用することにより、地域
住民の意見を実質的に反映できるも
のと考える」との見解をいただいた
が、教育委員会の裁量により反映さ
れるかどうかが決定されるものであ
るため、本市は委員会の構成に住民
の意向を確実に反映させるには、委
員の任命について「市長の承認を必
要とする」と明文化することが必要で
あり、「実質的に反映できる」のでは
なく、「法制度として保障する」ことに
意義があると考えるものである。
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